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2020年に始まった新型コロナウイルス感染症の流行は、中小企業の経営に大きな打撃を与えた。
その影響については多くの先行研究で分析されているが、調査対象はコロナ禍でも事業を継続して
いる企業が大半であり、廃業への影響を分析しているものは少ない。そこで、日本政策金融公庫総
合研究所が、経営者の引退に伴い廃業した企業の経営者（元経営者）を対象に2019年と2023年に実
施した「経営者の引退と廃業に関するアンケート」の結果をもとに、コロナ後の引退廃業や廃業後
の生活の特徴を分析した。主な分析結果は以下のとおりである。

第 1 に、コロナ禍による経営状況の悪化は、明確な廃業の理由とはなっていないが、廃業を決め
た時期や廃業時期を早めるかたちでコロナ禍の影響がみられる。廃業時の年齢は高まっており、高
齢であることや健康上の理由による廃業が増加していることから、高齢になっても経営を続けてい
た人が、コロナ禍を契機に事業経営に魅力を感じられなくなり、廃業を選択したと考えられる。

第 2 に、廃業時の従業者規模は経営者 1人の企業の割合が高まり、規模が小さい企業の廃業が増
えている。廃業する企業の事業規模が相対的に小さくなった結果、廃業のための取り組みや外部機
関への相談などを実施する割合は低下し、円滑に廃業できたという企業が増加している。

第 3 に、コロナ前と同様に、廃業後の生活において収入の確保は重要な課題となっている。特に
60歳未満の元経営者では、自身の健康上の理由や、家族の介護や看病を理由に廃業している割合が
相対的に高く、廃業後に勤務収入を得ている割合が低下している。公的年金で生計をある程度まか
なえる年齢になるまでは、収入源の多様化を図る取り組みが必要である。

第 4 に、収入が相対的に減少していたり、病気やけがの治療をして過ごしていたりすることもあ
り、廃業後の生活の満足度は低下している。また、コロナ禍で廃業した元経営者のなかには、中小
企業の経営者として働くことに魅力を感じなくなった人も少なからずいる。コロナ禍で廃業した人
に対して生きがいの創出を支援することが重要になる。

要　旨
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1　はじめに

2020年に始まった新型コロナウイルス感染症の
流行（以下、コロナ禍）は、感染拡大を抑えるた
めに人々の自由な移動や他者との接触などを制限
する対策がとられた結果、消費活動の停滞をもた
らし、中小企業の経営に大きな打撃を与えた。そ
の影響については、2020年の売上高の水準を
2019年と比較した中小企業庁編（2021）をはじめ、
数多くの先行研究で分析されているが、調査対象
はコロナ禍でも事業を継続している企業が大半で
あり、廃業への影響を分析しているものは少ない。

コロナ禍における廃業の状況について、厚生労
働省「雇用保険事業年報」による廃業率1の推移
からみると、2019年の3.4％から2020年は3.3％、
2021年は3.1％と低下している（中小企業庁編、
2023）。帝国データバンク「全国企業『休廃業・
解散』動向調査」（2022年）の結果においても、
2022年の休廃業・解散企業2の件数は 5 万3,426件
となっており、2019年の 5 万9,225件から 3 年連
続で減少している。コロナ後に廃業が減少してい
るのは、日本政策金融公庫等による特別融資や持
続化給付金をはじめとするさまざまな補助金・助
成金など、立て続けに実施された資金繰り支援策
が厳しい経営状況に陥った企業の事業継続を支え
たからだと考えられる。

他方、日本政策金融公庫総合研究所が実施して
いる「全国中小企業動向調査・小企業編」のデー
タをもとに廃業企業の経営状況を分析した井上・
星田（2023）からは、経営状況が悪い企業の廃業
が多数を占めるなか、コロナ後は経営上の問題を

抱えていないにもかかわらず廃業を選択した企業
の存在がうかがえる。
中小企業の生存と消滅に影響を与える要因につ

いて、2004年に発行のStorey（1994）の日本語版は、
その序文3において、運や偶然といった確率要因、
初期の財産水準や経営者の資金調達能力、企業家
的才能や学習能力などの要素を挙げつつも、自営
業を続けるか否かの「最終的な選択は自営業で得
られる効用だけではなく、他の雇用『状態』つま
り失業者でいることや雇用者でいることから得ら
れる効用との比較で行われる」と述べている。こ
こで述べられている自営業で得られる効用には、
所得に代表される経済的なもののほか、経営者で
いることや製品の製造・販売あるいはサービスの
提供などで得られる個人的な喜びも含まれる。

実際に小企業では、後継者がおらず自分の代で
廃業することを決めても、すぐには廃業せず、元
気に働ける間や顧客から求められている間は事業
の経営を続けたいと考える経営者が少なくない。
収入源を確保するという理由以外に、経営者でい
ることで高い満足感を得られる（Frey, 2008）こ
とも理由にあるだろう。しかし、コロナ禍での企
業の退出や経営者の交代について、経営者の年齢
がどのように影響したかを分析したWongkaew 
and Saito（2023）によると、コロナ禍においては
経営者の年齢が高い企業では自主的な退出が増
え、経営者の交代も起きやすくなっている。そして、
その傾向は家族経営の企業で顕著であるという。

コロナ禍による業況の悪化や経営上の制約は、
経営者でいることの効用を大きく低下させたと考
えられる。雇用者あるいは失業者でいることの効
用の方が相対的に高くなった結果として、問題な

1	 �当該年度に雇用関係が消滅した事業所数を前年度末の適用事業所（雇用保険にかかる労働保険の保険関係が成立している事業所）数
で除した値。

2	 �倒産（法的整理）によるものを除き、特段の手続きをとらずに企業活動が停止した状態を確認した企業、もしくは商業登記等で解散
（「みなし解散」を除く）を確認した企業。

3	 �日本語版の出版に当たり、Storey は1994年の原著出版以降の中小企業研究の進展状況を「日本語版への序文」として新たに書き下
ろしている。
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く事業を経営していた高齢の経営者のなかには、
コロナ禍のなか事業の継続に苦慮するよりも、廃
業を選択して気苦労のない生活を送ろうと考えた
人もいたのではないだろうか。

そこで本稿では、経営者の引退4に伴い廃業し
た企業の経営者（以下、「元経営者」という）に
対して、当研究所が2023年 7 月に実施した「経営
者の引退と廃業に関するアンケート」（以下、
2023年廃業調査）の結果を、2019年10月に実施し
た同様の調査（以下、2019年廃業調査）の結果を
交えて分析することで、廃業の実態や廃業後の生
活におけるコロナ前後の変化を詳しくみていく。
以下、第2節で調査の実施要領を説明し、第3節

で分析対象である元経営者の廃業理由や属性を確
認する。第 4 節では事業承継の検討有無や廃業時
の状況などの廃業の実態をみる。第 5節では廃業
後の生活に着目し、収入や日々の過ごし方などを
分析する。最後の第 6節では分析結果からコロナ
禍における引退による廃業の特徴をまとめる。

2　調査の概要

2023年廃業調査の実施要領は表－ 1のとおりで
ある。インターネットによるアンケートで、事前
調査と詳細調査の二段階で実施している。2019年
廃業調査と比較することを前提に設計しており、
共通する設問を設けるとともに、調査対象の抽出
条件等は、後述する廃業年にかかる条件が異なる

ほかは2019年廃業調査に準じている5。
事前調査は、インターネット調査会社が保有す

るモニターの情報をもとに、①事業を経営してい
ないこと6と、②45歳以上であること、の二つの
条件を満たす人を対象としている。①は経営者で
ある人を除外するための条件、②は経営の失敗に
よる廃業が多いと考えられる若年層を除くために
設けた条件である。経営者が引退を意識するよう
になる年齢は45歳前後と考えられるため7、45歳
を調査対象の下限とした。これら①と②の条件で
抽出した対象者に事前調査への回答を依頼し、過
去に事業を経営した経験があるか、といったいく
つかの設問の回答をもとに、詳細調査の対象とす
る元経営者の条件に該当するかどうかを確認して
いる。条件とした項目は次のとおりである。

一つ目は、経営者の引退によって経営していた
事業が廃業していることである。経営者が引退し
ていても、親族や役員・従業員が事業を承継した
り事業や企業が他社に売却・譲渡されたりしてい
るケースは、事業が継続しているため詳細調査の
対象外としている。

二つ目は、廃業理由として「経営者の事情」を
挙げていることである。複数回答で尋ねた廃業理
由をその内容によって経営者の事情によるものと
「事業継続困難」によるものに分類8し、経営者
の事情に該当する理由に一つでも回答している場
合を引退により廃業した元経営者と考えることと
する。

4	 �経営者の引退とは、自らの意思により経営者という仕事をやめることである。必ずしも就労を終えることを意味するものではないた
め、引退後に他社に勤務して働くことはあり得る。

5	 �2019年廃業調査の実施要領は、その調査結果をまとめている井上・髙木（2020）を参照されたい。
6	 �事業で使用していた不動産を活用して引退後に不動産賃貸を行うケースも想定されるため、不動産賃貸業を営んでいる場合は事前調

査の対象としている。なお、過去の事業経営の有無に関する情報を得られるモニターについては、以前に事業を経営していたが、調
査時までに事業の経営をしていないことが確認できた人を優先して事前調査を依頼している。

7	 �当研究所が2015年に実施した「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」において、自分がまだ若いので後継者について今
は決める必要がないと考えている「時期尚早企業」と、自分の代でやめるつもりであるため後継者がいない「廃業予定企業」の割合
を経営者の各年齢で比較すると、46歳を境に廃業予定企業の割合が時期尚早企業の割合を上回る。同様に2019年と2023年に実施され
た同調査では、それぞれ45歳、43歳が境となっている。

8	 �経営者の事情は、「高齢」「体力・気力の衰え」「自身の健康上の理由」など、経営者の代わりに経営する人がいれば事業は継続され
ていたと考えられる廃業理由、「事業継続困難」は、「売り上げの低迷」「債務の支払いが困難になった」「経営に大きな問題はなかっ
たが事業の将来には不安があった」など、代わりとなる経営者がいても事業の継続は難しいと考えられる廃業理由である。
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三つ目は、廃業した時期である。2023年廃業調
査ではコロナ禍となってから2023年 7 月の調査実
施時期までの廃業（以下、20～23年廃業）を調査
対象としている。2023年廃業調査の対象をコロナ
禍の廃業に限ったのは、2010年から2019年10月の
調査実施時期までの廃業を対象としている2019年
廃業調査との比較がそのままコロナ前後の比較と
なるようにするためである。なお、2019年廃業調
査の集計対象となる廃業期間は2023年廃業調査と
比べて長いことから、第 3節と第 4節の廃業にか
かる分析では、2019年廃業調査については2015年

から2019年の廃業（以下、15～19年廃業）と
2010年から2014年の廃業（以下、10～14年廃業）
の二つのグループに分けて再集計し、2023年廃 
業調査の結果と合わせて 3時点での比較を行って
いる。

このほか、経営していた事業の業種が「農林漁
業」「不動産賃貸業」「太陽光発電事業」以外であ
ること、廃業時の従業者数が299人以下であるこ
と、廃業時の年齢が45歳以上であること、業歴が
4 年以上9であることを詳細調査の対象にする条
件としている。

9	 �業歴が 3年以下で廃業しているケースは創業の失敗による廃業とみなし、分析の対象外としている。

表－ 1　「経営者の引退と廃業に関するアンケート」（2023年）の実施要領

調査時点 2023年 7月

調査方法

インターネットによるアンケート（インターネット調査会社の登録モニターのうち、現在、事業を経営していない45歳
以上のモニターに事前調査を実施し、調査対象に該当する先に詳細調査を行った。ただし、事業で使用していた不動
産を活用して引退後に不動産賃貸を行うケースも想定されるため、不動産賃貸業を営んでいる場合は事前調査の対象
とした。）

調査対象

事前調査で尋ねた廃業の理由（複数回答）の選択肢を「経営者の事情」と「事業継続困難」に分類し、経営者の事情
に一つでも回答している元経営者を調査対象とした（ただし、経営していた事業の業種が、「農林漁業」「不動産賃貸業」
「太陽光発電事業」、廃業時の従業者数が「300人以上」、廃業年が「2019年以前」「2020年（新型コロナウイルス感染
症の流行前）」、廃業時の年齢が「45歳未満」であった人を除く）。なお、親族や役員・従業員が事業を承継したケース、
および事業や企業が売却・譲渡されたケースは、事業は継続しており廃業していないため、調査対象外としている。

有効回答数

271件（事前調査は536件）

資料：日本政策金融公庫総合研究所「経営者の引退と廃業に関するアンケート」（2023年）
（注）ｎはアンケート回答数（以下同じ）。

高齢、体力・気力の衰え、
自身の健康上の理由、家族
の介護や看病、育児、その
他の家庭の事情、年金の受
給開始、他社で勤務するこ
とになった、兼業していた
仕事が忙しくなった

詳細調査の対象 326件
※�業歴が 3年以下であった
場合は創業の失敗による
廃業である可能性が高い
ため、分析対象外として
いる。

詳細調査の有効回答
271件

経営者の事情および
事業継続困難による廃業

（n＝172）
（32.1％）

経営者の
事情による

廃業
（n＝402）
（75.0％）

事業継続
困難による

廃業
（n＝306）
（57.1％）

売り上げの低迷、債務の
支払いが困難になった、
経営に大きな問題はな
かったが事業の将来には
不安があった、人手不足・
人材不足、家族従業員が
働けなくなった、重要な
仕事をしていた役員・従
業員が働けなくなった、
従業員全般の高齢化、取
引先の廃業・倒産、入居
物件の取り壊し、災害に
遭った

調査対象外
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以上の条件をすべて満たし、詳細調査の有効回
答として分析対象となった20～23年廃業の件数は
271件である。第 3 節と第 4 節では、15～19年廃
業の319件、10～14年廃業の181件と比較するかた
ちで、20～23年廃業における廃業の実態をみる。

3　調査対象の変化

まずは調査対象となる元経営者の特徴を、廃業
した理由と元経営者および経営していた企業の属
性からみていきたい。

（ 1） 廃業理由

元経営者の廃業の理由は表－2のとおりである。
複数回答で尋ねた結果と最も大きな理由を尋ねた
結果について、前節で述べたように「経営者の事
情」と「事業継続困難」に分類して掲載している。
調査対象となっている元経営者は「経営者の事情」
に一つでも回答している人と定義しているため、
複数回答における「経営者の事情」の割合は100％
である。「事業継続困難」の割合は43.2％で、
15～19年廃業の46.1％や10～14年廃業の53.0％と

表－ 2　廃業理由
（単位：％）

複数回答 最も大きな理由
10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

経営者の事情 100.0 100.0 100.0 70.2 75.9 75.6 
体力・気力の衰え 51.4 45.1 53.1 22.7 19.4 20.3 
高　齢 27.1 26.3 41.7 7.7 7.2 17.3 
自身の健康上の理由 29.8 26.3 33.2 15.5 16.9 19.6 
他社で勤務することになった 17.1 20.7 15.1 6.6 13.5 8.5 
家族の介護や看病 8.8 11.9 11.8 6.6 6.3 6.3 
年金の受給開始 13.8 12.2 10.7 3.9 3.1 2.2 
その他の家庭の事情（家族の介護や看病、育児を除く） 12.7 15.4 3.0 5.5 7.2 0.7 
兼業していた仕事が忙しくなった 3.3 3.8 1.8 1.1 2.2 0.4 
育　児 2.2 1.9 0.4 0.6 0.0 0.4 

事業継続困難 53.0 46.1 43.2 26.5 21.9 21.8 
売り上げの低迷 39.8 33.5 33.9 17.1 13.8 13.7 
経営に大きな問題はなかったが事業の将来には不安があった 12.7 11.6 9.2 2.2 2.5 2.2 
家族従業員が高齢で働けなくなった 0.6 2.2 4.1 0.0 0.0 1.5 
取引先の廃業・倒産 8.3 4.1 4.1 3.3 1.9 1.8 
人手不足・人材不足 6.1 5.6 3.7 0.6 0.6 0.4 
従業員全般の高齢化 0.6 1.9 2.6 0.0 0.0 0.7 
家族従業員が健康上の理由で働けなくなった 1.1 1.6 2.2 0.0 0.3 0.0 
債務の支払いが困難になった 5.0 3.8 1.1 1.1 2.2 0.7 
災害に遭った 1.7 0.0 1.1 0.6 0.0 0.7 
重要な仕事をしていた役員・従業員が高齢で働けなくなった 0.6 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 
入居物件の取り壊し 0.6 0.6 0.7 0.0 0.3 0.0 
重要な仕事をしていた役員・従業員が健康上の理由で働けなくなった 1.7 1.3 0.4 1.7 0.3 0.0 

その他 3.3 2.8 3.0 3.3 2.2 2.6 
n 181 319 271 181 319 271 

資料：日本政策金融公庫総合研究所「経営者の引退と廃業に関するアンケート」（2019年、2023年）（以下断りのない限り同じ）
（注）	 1	詳細調査の集計結果（以下断りのない限り同じ）。
	 2	小数第2位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある（以下同じ）。
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比べて低い。最も大きな理由は、「経営者の事情」
が75.6％、「事業継続困難」が21.8％となっており、
15～19年廃業（それぞれ75.9％、21.9％）と比べ
ると同水準、10～14年廃業（同70.2％、26.5％）
と比べると「事業継続困難」がやや減少している。
コロナ禍での廃業にもかかわらず、20～23年廃業
は廃業理由に「事業継続困難」を挙げる元経営者
は増えてはいない。
「経営者の事情」の具体的な内容をみると、複
数回答では「体力・気力の衰え」が53.1％と最も
多く、「高齢」（41.7％）や「自身の健康上の理由」

（33.2％）も多い。特に「高齢」は15～19年廃業の
26.3％や10～14年廃業の27.1％と比べて10ポイン
ト以上高い。対して「他社で勤務することになっ
た」は15.1％と、15～19年廃業の20.7％からやや
減少している。「その他の家庭の事情（家族の介
護や看病、育児を除く）」は3.0％と、15～19年廃
業と10～14年廃業のそれぞれ15.4％、12.7％から
大きく減少している。最も大きな理由をみても「高
齢」（17.3％）の割合は15～19年廃業（7.2％）や
10～14年廃業（7.7％）より高くなっている。
「事業継続困難」では、「売り上げの低迷」が最

も多く、複数回答は33.9％、最も大きな理由は
13.7％となっている。以下、「経営に大きな問題
はなかったが事業の将来には不安があった」「家

族従業員が高齢で働けなくなった」「取引先の廃
業・倒産」などが続いているものの、その割合は
複数回答でも10％未満である。「売り上げの低迷」
の割合の変化をみると、15～19年廃業（複数回答
は33.5％、最も大きな理由は13.8％）とは同水準、
10～14年廃業（同39.8％、17.1％）からはやや低
下している。「経営に大きな問題はなかったが事
業の将来には不安があった」も複数回答では15～
19年廃業は11.6％、10～14年廃業は12.7％と10％
を超える値であったが、20～23年廃業は9.2％に
低下している。

廃業理由に「高齢」が増加していることから、
廃業時の年齢の平均をみてみると、20～23年廃業
は64.2歳 で、15～19年 廃 業 の58.8歳、10～14年 
廃業の57.9歳より高い（図－ 1）。年齢構成は

「70歳以上」の割合が29.5％と、15～19年廃業の
11.0％、10～14年廃業の7.2％と比べて約20ポイン
ト高い。対して、「45～49歳」（6.6％）と「50～59歳」

（22.9％）は、15～19年廃業（それぞれ16.6％、
36.7％）、10～14年廃業（同18.2％、30.4％）より
低い。「60～69歳」は41.0％で、15～19年廃業の
35.7％より高く、10～14年廃業の44.2％より低い
値である。
年齢によって廃業理由は異なると考えられる。

そこで、廃業時の年齢が60歳未満と60歳以上の元
経営者に分けて、複数回答で尋ねた廃業理由を集
計した結果をみると、「高齢」の割合は、60歳以
上では20～23年廃業が55.0％、15～19年廃業が
52.3 ％、10～14年 廃 業が43.0 ％となっている

（表－ 3）。10～14年廃業との違いは大きいが、
15～19年廃業との違いはそれほど大きくはない10。
また、60歳以上の「年金の受給開始」の割合は、
20～23年廃業では15.2 ％で、15～19年廃業の
24.2％、10～14年廃業の25.8％と比べて低い。 

（単位：％）

平 均70歳以上60～69歳50～59歳45～49歳

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271）

64.2歳

58.8歳

57.9歳18.2 30.4 44.2 7.2

16.6 36.7 35.7 11.0

6.6 22.9 41.0 29.5

10	 �ただし、最も大きな理由を60歳未満と60歳以上に分けて集計した結果をみると、60歳以上の「高齢」の割合は、20～23年廃業は
24.1％で、15～19年廃業の15.4％や10～14年廃業の14.0％と比べて高い。なお、60歳未満と60歳以上の最も大きな理由の集計結果は、
稿末に付表として掲載している。

図－ 1　廃業時の年齢
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20～23年廃業では廃業時の年齢が「70歳以上」の
割合が高いことから、年金を受給できる年齢に
なっても廃業せずに事業を営んでいた経営者が、
コロナ禍を機に廃業を決断したのではないかと 
推測される。

他方、廃業時の年齢が60歳未満の元経営者では、
「自身の健康上の理由」が20～23年廃業は37.5％
となっており、15～19年廃業の25.3 ％、10～ 
14年廃業の31.8％と比べて高い。同様に「家族の
介護や看病」も20～23年廃業では21.3％で、15～
19年廃業の15.9％、10～14年廃業の9.1％より高い
値である。新型コロナウイルス感染症の罹患など

自身や家族の病気が廃業の引き金になったと思わ
れるケースがあることがうかがえる。
「事業継続困難」に該当する廃業理由について

は、60歳以上は「事業継続困難」で最も多い理由で
ある「売り上げの低迷」がいずれも30％台前半で
あるなど、廃業年の違いによる大きな差はないよ
うである。60歳未満では「売り上げの低迷」は
15～19年廃業の36.5％、10～14年廃業の47.7％に
対して、20～23年廃業は33.8％と低下している。

「経営に大きな問題はなかったが事業の将来には
不安があった」も同じように20～23年廃業は低下
している。「自身の健康上の理由」や「家族の介

表－ 3　廃業理由（複数回答、廃業時の年齢別）
（単位：％）

60歳未満 60歳以上
10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

経営者の事情 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
体力・気力の衰え 48.9 35.9 42.5 53.8 55.7 57.6 
高　齢 10.2 3.5 10.0 43.0 52.3 55.0 
自身の健康上の理由 31.8 25.3 37.5 28.0 27.5 31.4 
他社で勤務することになった 30.7 35.3 33.8 4.3 4.0 7.3 
家族の介護や看病 9.1 15.9 21.3 8.6 7.4 7.9 
年金の受給開始 1.1 1.8 0.0 25.8 24.2 15.2 
その他の家庭の事情（家族の介護や看病、育児を除く） 15.9 18.8 6.3 9.7 11.4 1.6 
兼業していた仕事が忙しくなった 6.8 7.1 5.0 0.0 0.0 0.5 
育　児 2.3 1.8 1.3 2.2 2.0 0.0 

事業継続困難 62.5 51.2 35.0 44.1 40.3 46.6 
売り上げの低迷 47.7 36.5 33.8 32.3 30.2 34.0 
経営に大きな問題はなかったが事業の将来には不安があった 14.8 12.4 6.3 10.8 10.7 10.5 
家族従業員が高齢で働けなくなった 0.0 1.8 3.8 1.1 2.7 4.2 
取引先の廃業・倒産 9.1 2.4 2.5 7.5 6.0 4.7 
人手不足・人材不足 11.4 8.2 2.5 1.1 2.7 4.2 
従業員全般の高齢化 1.1 1.8 0.0 0.0 2.0 3.7 
家族従業員が健康上の理由で働けなくなった 1.1 1.2 5.0 1.1 2.0 1.0 
債務の支払いが困難になった 9.1 5.3 1.3 1.1 2.0 1.0 
災害に遭った 2.3 0.0 1.3 1.1 0.0 1.0 
重要な仕事をしていた役員・従業員が高齢で働けなくなった 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 
入居物件の取り壊し 1.1 0.0 0.0 0.0 1.3 1.0 
重要な仕事をしていた役員・従業員が健康上の理由で働けなくなった 2.3 2.4 0.0 1.1 0.0 0.5 

その他 3.4 1.8 1.3 3.2 4.0 3.7 
n 88 170 80 93 149 191
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護や看病」などの経営者の事情による廃業が増え
た結果、「事業継続困難」の割合は相対的に低下
したものと考えられる。

（ 2） 元経営者と企業の属性

廃業時の年齢が高くなっていることは前掲
図－ 1で示したとおりだが、ほかにも2023年廃業
調査と2019年廃業調査で属性に違いはあるのだろ
うか。

元経営者の属性からみていくと、性別は「男性」
が80.8％と、15～19年廃業の78.1％、10～14年廃
業の82.3％と同程度の割合となっている。創業者
との関係は、「創業者本人」が85.6％である。 
8 割弱の15～19年廃業（78.7％）、10～14年廃業

（79.6％）よりやや多い。「創業者の親族」と「創
業者の非親族」の割合はそれぞれ11.8％、2.6％で、
15～19年廃業の同じく14.4％、6.9％、10～14年廃
業の16.6％、3.9％より少ない。引退時までの経営

年数は、廃業時の年齢が高いこともあり、「30年
以上」である割合が、20～23年廃業では21.8％と、
15～19年廃業の16.3％、10～14年廃業の14.4％ 
と比べて多い。平均年数は、20～23年廃業は 
20.0年で、15～19年廃業（16.9年）や10～14年廃業
（17.1年）より約 3年長い。

経営していた企業の属性をみると、業種は、「専
門・技術サービス業、学術研究」の割合が最も高
く22.1％である（表－4）。15～19年廃業の14.7％、
10～14年廃業の16.6％から高まっている。次いで

「小売業」が11.4％、「情報通信業」が9.6％となっ
ているが、いずれも15～19年廃業（それぞれ
15.4％、10.7％）、10～14年廃業（同12.2％、13.8％）
と比べると低い。コロナ禍で経営に大きな影響が
あった「宿泊業・飲食サービス業」は6.6％と、
15～19年廃業の8.5％、10～14年廃業の9.4％より
低い値である。業歴11は平均24.0年で、15～19年
廃業の23.5年、10～14年廃業の22.1年と大きな違
いはみられないものの、「30年以上」と「20～29年」
はそれぞれ26.9％、26.2％となっており、15～
19年廃業（同25.7％、14.7％）、10～14年廃業（同
23.2％、23.8％）と比べて、業歴が20年以上であ
る企業の割合が高い。

経営組織は、「個人」経営が84.5％を占めており、
15～19年廃業の74.6％、10～14年廃業の77.3％と
比べて高い。事業規模が相対的に小さい企業が増
加しており、廃業を決めた時の従業者数をみると、

「 1人（経営者のみ）」の割合は71.2％で、15～
19年廃業の46.7％、10～14年廃業の44.8％と比べて
約25ポイント大きい（図－2⑴）。他方、「 2～ 4人」

「 5 ～ 9 人」「10人 以上」の割 合はそれぞれ
24.0％、3.7％、1.1％で、15～19年廃業（同39.5％、
10.7％、3.1％）、10～14年廃業（同33.7％、15.5％、
6.1％）と比べて低くなっている。廃業時の従業

11	 �業歴は廃業年から創業年を差し引いて計算している。前述のとおり、創業の失敗による廃業である可能性が高い業歴 3 年以下のケー
スは分析対象外としているため、業歴は 4 年が最も短い。なお、2019年廃業調査では創業年が1900年以前である場合は1900年と回答
してもらっていることから、2023年廃業調査では、創業年が1900年以前であるケースは1900年として業歴を計算している。

表－ 4　経営していた企業の業種
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

専門・技術サービス業、学術研究 16.6 14.7 22.1 
小売業 12.2 15.4 11.4 
情報通信業 13.8 10.7 9.6 
建設業 6.1 9.7 7.4 
運輸業 4.4 4.4 6.6 
宿泊業・飲食サービス業 9.4 8.5 6.6 
医療・福祉 4.4 3.4 6.3 
製造業 7.2 5.0 5.9 
生活関連サービス業・娯楽業 3.9 6.0 5.9 
教育・学習支援業 8.3 6.0 5.9 
その他のサービス業 6.1 6.0 5.2 
卸売業 3.9 5.6 3.3 
不動産業 1.7 2.2 1.8 
その他 2.2 2.5 1.8 
n 181 319 271 

（注）	詳細調査では物品賃貸業の回答はなかった。
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者数も「 1 人（経営者のみ）」は72.3％で、15～
19年廃業の58.9％、10～14年廃業の54.1％より高
い（図－ 2 ⑵）。廃業を決めた時と廃業時の従業
者数の違いをみると、15～19年廃業や10～14年廃
業では、「 1 人（経営者のみ）」の割合が約10ポイン
ト増加しており、廃業に向けて従業者数を減らし
ていることがうかがえる。他方、もともと従業者
数が少ない20～23年廃業では、「 1 人（経営者の
み）」はわずか 1 ポイントの増加にとどまり、従
業者規模の構成比はほとんど変化していない。
20～23年廃業の大多数は、従業員を雇っていない
企業や家族だけで経営していた企業など廃業に向
けて従業員を減らす必要がなかった企業であった
と思われる。

なお、20～23年廃業で規模が小さい企業が多い
理由の一つに、規模が大きな企業で事業の承継が
増えている点が挙げられる。

表－ 5 は2023年廃業調査の調査対象となる元経
営者を抽出するために実施した事前調査のデータ
を使用して、事業が承継された割合をみたもので

ある。経営者の引退時期がコロナ禍となる前か後
かで分け、前者をコロナ前、後者をコロナ後とし
て従業者規模別に集計している。

全体の値をみると、承継された割合は、引退時
期がコロナ後の企業は35.6％、コロナ前の企業は
28.4％である。事業を承継する企業はコロナ後の
方が増えている。従業者規模別にコロナ後とコロ
ナ前を比較すると、「 1人（経営者のみ）」ではコ
ロナ後は6.9％、コロナ前は6.8％と大きな変化は
みられない。一方、そのほかのカテゴリーでは、
コロナ後の割合が、「 2 ～ 4 人」は36.2％、「 5 ～
19人」は77.1％、「20～99人」は93.2％、「100～
299人」は96.3％で、それぞれコロナ前の24.1％、
48.8％、75.8％、87.1％より高い。近年では事業
承継に関する支援が官民問わずさまざまな機関で
実施されるようになっており、その成果が規模が
相対的に大きい企業で表れているといえる。結果
的に、従業者規模が大きい企業と小さい企業で事
業が承継される割合の差、逆にいえば、事業が承
継されずに廃業する企業の割合の差が拡大し、コ
ロナ後では規模が小さい企業のウエイトが高く
なったと考えられる。

図－ 2　経営していた企業の従業者数

（単位：％）

平 均

10人以上
5～9人2～4人1人（経営者のみ）

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271）

1.8人

3.2人

3.6人

（単位：％）

平 均

10人以上

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271）

1.7人

2.7人

3.2人

44.8 33.7 15.5 6.1

46.7 39.5 10.7

71.2 24.0

3.7 1.1

3.7 1.1

3.1

5～9人2～4人1人（経営者のみ）

54.1 30.4 11.0

58.9 32.3 6.9

72.3 22.9

4.4

1.9

⑴　廃業を決めた時

⑵　廃業時

表－ 5　事業承継の実施割合（従業者規模別）
（単位：％）

承　継 廃　業 n

全　体
コロナ前 28.4 71.6 1,850 
コロナ後 35.6 64.4 745 

1 人
（経営者のみ）

コロナ前 6.8 93.2 747 
コロナ後 6.9 93.1 362 

2 ～ 4人
コロナ前 24.1 75.9 536 
コロナ後 36.2 63.8 177 

5 ～19人
コロナ前 48.8 51.2 344 
コロナ後 77.1 22.9 105 

20～99人
コロナ前 75.8 24.2 153 
コロナ後 93.2 6.8 74 

100～299人
コロナ前 87.1 12.9 70 
コロナ後 96.3 3.7 27 

資料：�日本政策金融公庫総合研究所「経営者の引退と廃業に関するアン
ケート」（2023年）

（注）	� 事前調査のデータについて、引退時の年齢が45歳以上、業種が
「農林漁業」「不動産賃貸業」「太陽光発電事業」以外、従業者
規模が299人以下、業歴が 4年以上の人を集計。
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4　廃業の実態

20～23年廃業には、廃業時の年齢が高い、経営者
1 人だけの企業が占める割合が高いといった元経
営者および経営していた企業の属性における特徴
がみられた。こうした特徴があることで、廃業の準
備や廃業の課題などの廃業の実態は2019年廃業調
査の結果と異なったものになっている可能性があ
る。本節では、承継の検討状況、廃業の時期、廃業
前の経営状況、廃業の準備、廃業の課題をみていく。

（ 1） 承継の検討状況

事業承継に関する支援が盛んに行われるように
なっているが、元経営者は事業承継を考えなかっ
たのだろうか。後継者の検討状況は、「後継者を
探すことなく事業をやめた」が95.9％を占め、「後
継者は決まっていたが事情により承継できなく
なった」「後継者にしたい人はいたが承諾してくれ
なかった」「後継者にふさわしい人を探したが見
つからなかった」はそれぞれ1.1％、0.4％、2.6％で後
継者を探した人はわずかである（表－6）。15～
19年廃業と10～14年廃業も「後継者を探すことな
く事業をやめた」の割合は93.1％、93.9％と高く、
コロナ禍だからということではなく、元経営者の
大多数は以前から後継者を探さずに廃業している。
後継者を探すことなく事業をやめた理由は、「そ

もそも誰かに継いでもらいたいと思っていなかっ
た」が55.0％となっており、次いで「事業に将来
性がなかった」が21.5％である（表－ 7）。後継者
難に該当する「子どもに継ぐ意思がなかった」

（8.5％）、「子どもがいなかった」（6.9％）、「適当な
後継者が見つかると思えなかった」（3.5％）の割
合は合計しても18.8％で、事業を継いでもらうつ
もりがなかった割合と比べるとかなり低い。「子
どもに継ぐ意思がなかった」は15～19年廃業の
5.7％、10～14年廃業の3.5％からやや増加の傾向を
みせているが、全体の傾向は大きくは変わらない。

さらに、事業を誰かに継いでもらいたいと思っ
ていなかった理由を複数回答で尋ねたところ、「自
分の趣味で始めた事業だから」（30.1％）、「個人
の免許・資格が必要な事業だから」（25.9％）、「高
度な技術・技能が求められる事業だから」（23.8％）
の割合が高い（表－ 8）。「経営者個人の感性・個
性が欠かせない事業だから」（17.5％）と「経営
者個人の人脈が欠かせない事業だから」（16.8％）
も10％台後半の割合で挙げられ、これら五つの理
由は15～19年廃業や10～14年廃業でも上位を占め
ている。個人の資質や感性、技術・技能、人脈な

表－ 6　後継者の検討状況
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

後継者は決まっていたが
事情により承継できなくなった 1.7 1.6 1.1 

後継者にしたい人はいたが
承諾してくれなかった 2.2 1.6 0.4 

後継者にふさわしい人を探したが
見つからなかった 2.2 3.8 2.6 

後継者を探すことなく事業を
やめた 93.9 93.1 95.9 

n 181 319 271 

表－ 7　後継者を探すことなく事業をやめた理由
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

そもそも誰かに継いでもらいたいと
思っていなかった 59.4 55.9 55.0 

事業に将来性がなかった 22.9 23.2 21.5 

子どもに継ぐ意思がなかった 3.5 5.7 8.5 

子どもがいなかった 5.9 6.1 6.9 

適当な後継者が見つかると
思えなかった 2.4 3.0 3.5 

地域に発展性がなかった 2.4 2.4 2.3 

その他 3.5 3.7 2.3 

n 170 297 260 

（注）	� 「後継者を探すことなく事業をやめた」と回答した人に尋ねた
もの。
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ど経営者個人に備わったものは、他社に引き継が
せることができない。経営者個人の資質や能力が
重要視される事業を営んでいる場合、自身の引退
によって事業の価値が失われると考えてしまうた
め、元経営者は廃業を選択したのだと推測される。
しかし、たとえ個人の資質や能力に依存する事業
であっても、時間をかければ技術・技能を身につ
けられないことはないし、同業者がまったくいな
いこともないだろう。後継者の探索と育成や同業
者への事業譲渡を検討する余地は十分にあると思
われる。24.5％の元経営者が「特に理由はない」
と回答していることも含めて、経営者の意識を廃
業ではなく承継に向ける取り組みが必要といえる。
事業全体の他社への譲渡についての検討有無は、

「検討した」が4.8％、「検討しなかった」が95.2％
である。「検討した」の割合は15～19年廃業の7.8％、
10～14年廃業の10.5％から低下している。2023年
廃業調査では、「検討しなかった」と回答した人
にその理由を尋ねているが、その結果は、「価値

に見合う対価を得られない」が21.7％で最も多く、
「不動産を自宅と兼用している」が20.9％、「経験
のない相手には譲り渡したくない」が14.0％、「譲
渡にかかる手続きが大変そう」が12.0％などさま
ざまである（表－ 9）。「価値に見合う対価を得ら
れない」については、前掲図－ 2でみたように事
業規模が小さいことから得られる対価はそれほど
大きくならず、譲渡に要する手間やコストなどを
勘案すると割に合わないことや、想定を下回る価
格で譲渡することへの抵抗感などが背景にあると
思われる。他社への事業譲渡を促進するには、譲
渡先の探索や譲渡にかかる手続きのサポートを充
実させるとともに、職住分離の実施や第三者によ
る事業価値の算定などを通じて事業譲渡への意識
を高めていくことが欠かせないだろう。

（ 2） 廃業の時期

廃業を決めた時の年齢は平均63.8歳で、前掲
図－ 1 の廃業時の年齢の平均64.2歳との差はわず

表－ 8　誰かに継いでもらいたいと思っていなかった理由
　　　　（複数回答）

（単位：％）
10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

自分の趣味で始めた事業だから 24.8 25.3 30.1 

個人の免許・資格が必要な
事業だから 17.8 19.9 25.9 

高度な技術・技能が求められる
事業だから 28.7 26.5 23.8 

経営者個人の感性・個性が
欠かせない事業だから 26.7 25.3 17.5 

経営者個人の人脈が
欠かせない事業だから 21.8 22.3 16.8 

長期の訓練・修業が必要な
事業だから 12.9 15.1 11.2 

後継者に苦労をさせたくないから 14.9 11.4 9.1 

その他 1.0 3.0 2.1 

特に理由はない 17.8 20.5 24.5 

n 101 166 143 

（注）	� 「そもそも誰かに継いでもらいたいと思っていなかった」と回答
した人に尋ねたもの。

表－ 9　事業譲渡を検討しなかった理由（複数回答）
（単位：％）

20～23年廃業

価値に見合う対価を得られない 21.7 

不動産を自宅と兼用している 20.9 

経験のない相手には譲り渡したくない 14.0 

譲渡にかかる手続きが大変そう 12.0 

自分が知らない相手には譲り渡したくない 11.6 

譲渡先が見つからない 11.6 

譲渡先を探すのが大変そう 9.7 

経営理念を引き継いでくれるとは思えない 7.0 

建物や設備を自分が事業以外の用途で利用する 7.0 

設備が老朽化しており役に立たない 6.6 

思い入れがあり手放したくない 5.4 

お金のために譲り渡したと思われたくない 3.1 

のれんやブランドの価値が損なわれる 1.2 

その他 10.9 

n 258 

資料：�日本政策金融公庫総合研究所「経営者の引退と廃業に関するアン
ケート」（2023年）

（注）	� 事業譲渡を「検討しなかった」と回答した人に尋ねたもの。
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か0.4歳である。年齢構成も「49歳以下」が7.0％、
「50～59歳 」 が23.2 ％、「60～69歳 」 が41.0 ％、
「70歳以上」が28.8％となっており、廃業時の年齢
の 構 成 比（ そ れ ぞ れ6.6 ％、22.9 ％、41.0 ％、
29.5％）とほぼ同じである。15～19年廃業と10～
14年廃業についても、平均年齢は58.1歳、56.9歳で、
それぞれの廃業時の平均年齢（58.8歳、57.9歳）と
大きな差はみられない。20～23年廃業の方がより
高齢で廃業を決めているという違いはあるもの
の、廃業を決めた時の年齢と廃業時の年齢はいず
れも近い値となっており、廃業年による違いはない。

ただし、20～23年廃業の方が、より短い期間で
廃業している人が多いようである。廃業時の年齢
から廃業を決めた時の年齢を差し引いて廃業まで
の期間を計算すると、20～23年廃業は「 1年未満」
の割合が87.5％を占める（図－ 3）。15～19年廃
業と10～14年廃業の「 1年未満」の割合は、それ
ぞれ69.0％、71.3％で、廃業を決めてから、そう
長くない期間で廃業している人がもともと多いと
いえるが、20～23年廃業はさらに多い。
その理由はやはりコロナ禍にあるだろう。2023年

廃業調査では、廃業時期とコロナ禍との関係を尋
ねている。廃業を決めた時期が「新型コロナウイ
ルス感染症が流行する前」である割合は17.0％で
あるのに対し、「新型コロナウイルス感染症が流行
して 1年以内」は25.5％、「新型コロナウイルス感
染症が流行して 1年後以降」は57.6％と、 8割超

がコロナ禍になってから廃業を決めている。もっ
とも、コロナ禍で廃業を決めた元経営者であって
も、コロナ前の時点における事業承継の意向は「自
分の代で事業をやめるつもりだった」が86.2％を
占めており、もともと廃業の意向があった人が大
半である。そうしたコロナ前から廃業を予定して
いた元経営者に、廃業を決めた時期についてのコ
ロナ禍の影響を尋ねた結果は、「変わらない」が
58.2％、「早くなった（コロナ禍がなければもっ
と遅くなるはずだった）」が41.2％となっている。
廃業を決めた時期がコロナ前である人を含めて、
廃業時期についてのコロナ禍の影響を尋ねても、

「変わらない」が61.3％、「早くなった（コロナ禍
がなければもっと遅くなるはずだった）」が
37.8％となっている。いずれも約 4 割はコロナ禍
によって廃業を決めた時期や廃業時期が早くなっ
たと回答しており、コロナ禍が廃業を促進したこ
とがうかがえる。

実際、廃業を決めた時に考えた廃業予定年齢か
ら廃業時の年齢を引いた値をみると、20～23年廃
業は、「 6年以上」が15.9％、「 1～ 5年」が35.1％
となっており、合わせて50.9％が予定していた年
齢より早く廃業している（図－ 4）。この割合は、
15～19年廃業の計36.4％（「 6 年以上」が11.6％、

「 1 ～ 5 年」が24.8％）や10～14年廃業の計45.3％

（注）廃業時の年齢から廃業を決めた時の年齢を引いた値。

（単位：％）

平 均

3年以上
2 年1 年1年未満

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271） 0.4年

0.7年

1.0年12.7 5.5 10.5

17.2 6.6 7.2

7.4

1.8 3.3

71.3

69.0

87.5

（注）廃業予定年齢から廃業時の年齢を引いた値。

（単位：％）

平 均

‒6年以下
0 年 ‒1～‒5年1～5年6年以上

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271） 2.5年

1.7年

2.2年11.0 34.3 47.0 5.5

2.2

0.6

11.6 24.8 52.4 10.7

15.9 35.1

45.3

36.4

予定より早い　50.9

44.3

4.4 0.4

7.7

11.3

予定より遅い　4.8

図－ 3　廃業を決めてから廃業するまでの期間 図－ 4　廃業予定年齢と廃業時の年齢の差
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（同11.0％、34.3％）より高い。逆に予定より遅い
年齢で廃業している割合は20～23年廃業は計
4.8％（「− 6 年以下」が0.4％、「− 1 ～− 5 年」が4.4％）
で、15～19年廃業の計11.3％（同0.6％、10.7％）、
10～14年廃業の計7.7％（同2.2％、5.5％）より低い。

（ 3） 廃業前の経営状況

コロナ禍で経営状況が悪化した企業が多けれ
ば、早期に事業を畳もうとすると考えられるため、
廃業時期が予定より早くなった理由としてうなず
ける。そこで、廃業を決めた時の同業他社と比べ
た業況をみると、「良かった」が4.4％、「やや良かっ
た」が14.8％、「やや悪かった」が31.4％、「悪かっ
た」が49.4％となっている（図－ 5）。「やや悪かっ
た」と「悪かった」の合計は80.8％で、15～19年
廃業の66.2％（「やや悪かった」29.8％、「悪かった」
36.4％）や10～14年廃業の74.6％（同34.3％、
40.3％）より高い。また、図には示していないが、
廃業を決めた時期がコロナ後である企業に、コロ
ナ前の2019年における業況を尋ねたところ、「良
かった」が9.8％、「やや良かった」が33.3％、「や
や悪かった」が33.8％、「悪かった」が23.1％となっ
た。20～23年廃業の値と比較すると、「やや良かっ
た」が約19ポイント高く、「悪かった」が約26ポイン
ト低いことから、コロナ前と比べて業況が悪化し
たことがわかる。

同様に、廃業を決めた時の財務状況は、「資産

は負債より多かった」が43.9％、「資産と負債は
同程度だった」が28.0％である（図－ 6 ）。「資産
は負債より少なかった」という債務超過の割合は
28.0％で、15～19年廃業の24.1％、10～14年廃業
の23.2％より高い。いずれも20～23年廃業の方が
経営状況は悪く、コロナ禍が経営に悪影響を及ぼ
したことがうかがえる。もっとも、廃業を決めた
時期がコロナ後である企業におけるコロナ前の
2019年の財務状況は、「資産は負債より多かった」
が48.9％、「資産と負債は同程度だった」が
28.4％、「資産は負債より少なかった」が22.7％で
ある。20～23年廃業の値との差は「資産は負債よ
り多かった」と「資産は負債より少なかった」と
もに約 5ポイントであり、コロナ後の悪化の程度
は業況ほど大きくはない。業況の悪化を受け、手
遅れになる前に廃業を決断したといえる。

廃業を決めた時の事業の将来性をみると、「成
長が期待できた」（2.2％）、「成長は期待できない
が現状維持は可能だった」（24.7％）と回答した
元経営者もいるものの、「事業を継続することは
できるが縮小が予想された」が31.7％、「事業を
やめざるを得なかった」が41.3％と、合わせて
73.0％が事業の将来性は乏しいと感じていた。
15～19年 廃 業 の 計67.1 ％（ そ れ ぞ れ34.8 ％、
32.3％）よりは高いが、10～14年廃業の計77.3％（同
37.0％、40.3％）よりは低い値である。廃業を決
めた時期がコロナ後である企業のコロナ前の

（単位：％）
良かった

悪かったやや悪かったやや良かった

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271）

7.2 18.2 34.3 40.3

12.5 21.3 29.8 36.4

4.4 14.8 31.4 49.4

（単位：％）

資産は負債より
少なかった

資産と負債は
同程度だった

資産は負債より
多かった

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271）

53.0 23.8 23.2

46.7 29.2 24.1

43.9 28.0 28.0

図－ 5　廃業を決めた時の同業他社と比べた業況 図－ 6　廃業を決めた時の資産・負債の状況
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2019年のタイミングでは「成長が期待できた」が
7.6％、「成長は期待できないが現状維持は可能
だった」が51.6％、「事業を継続することはでき
るが縮小が予想された」が25.8％、「事業をやめ
ざるを得なかった」が15.1％である。将来性につ
いての見通しは廃業を決めた時と比べると良好
で、やはり、コロナ禍によって将来性がなくなっ
たと感じた人が多い。

（ 4） 廃業の準備

廃業を決めてから 1年未満で廃業した人が増え
ている背景には、コロナ禍による経営状況の悪化

のほか、経営者 1人だけの企業が増えていること
（前掲図－ 2）も考えられる。従業員の再就職先
を考える必要がないなど、廃業に向けて取り組む
べきことが少なければ、それだけ早く廃業できる
からである。
廃業のために取り組んだことをみると、20～23 

年廃業では「特に取り組んだことはなかった」が
70.5％となっており、15～19年廃業の62.1％、
10～14年 廃 業 の63.5 ％ か ら 上 昇 し て い る

（表－10）。取り組んでいるケースでは、「仕事量
を減らすための仕事や取引先の選別」が14.4％と
最も多く、次いで、「設備（機械・車両など）の
売却」が5.9％、「新たな設備投資の抑制」が5.5％、

「借入金の繰上返済」が4.8％、「従業員の新規採
用の抑制」が4.1％と続いている。どの取り組み
も事業規模の縮小につながるものである。

取り組みの内容を従業員、設備、借入のそれぞ
れに関するものに分類して、その割合をみると、

「従業員に関する取り組み」は6.3％、「設備に関
する取り組み」は12.2％、「借入に関する取り組み」
は10.0％となる。いずれも、10～14年廃業（それ
ぞれ16.0％、17.1％、16.0％）、15～19年廃業（そ
れぞれ11.9％、13.5％、14.1％）から徐々に低下
している。なかでも「従業員に関する取り組み」
は10～14年廃業と比べて約10ポイント低く、「設
備に関する取り組み」や「借入に関する取り組み」
より低下幅が大きい。廃業を決めた後は事業を小
さくする傾向がうかがえるが、もともと事業規模
が小さい企業が増えた結果、その傾向は弱まって
いる。

廃業に当たって機械・車両などの設備や販売先・
受注先などの取引先といった経営資源を引き継ぐ
ケースも減少傾向にある。保有していた経営資源
を他社や開業予定者などに引き継いだかどうかを
みると、「引き継いだ経営資源はない」は89.3％
であり、15～19年廃業の87.8％、10～14年廃業の
84.0％から高まっている（表－11）。引き継いだ経

表－10　廃業のために取り組んだこと（複数回答）
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

仕事量を減らすための仕事や
取引先の選別 8.8 18.2 14.4 

従業員に関する取り組み 16.0 11.9 6.3 

従業員の新規採用の抑制 6.6 4.1 4.1 

従業員の再就職先の斡旋 11.6 6.3 3.0 

従業員の独立の支援 3.9 2.8 2.6 

設備に関する取り組み 17.1 13.5 12.2 

設備（機械・車両など）の売却 10.5 7.5 5.9 

新たな設備投資の抑制 6.6 6.3 5.5 

土地・店舗・事務所・工場の
売却 5.0 3.8 3.3 

借入に関する取り組み 16.0 14.1 10.0 

借入金の繰上返済 8.8 6.6 4.8 

新たな借入の抑制 7.2 6.3 3.7 

事業をやめるために必要な
資金の借入 0.6 2.5 1.8 

事業清算の法的手続きによる
借入金の返済条件の緩和 1.7 1.3 1.1 

金融機関との交渉による
借入金の返済条件の緩和 3.9 1.9 0.7 

その他の取り組み 3.3 3.1 0.7 

特に取り組んだことはなかった 63.5 62.1 70.5 

n 181 319 271 
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営資源の内容は、「設備」が4.8％、「販売先・受
注先」が4.1％、「従業員」が2.2％などとなっている。
「販売先・受注先」は15～19年廃業と10～14年
廃業ではそれぞれ4.7％、8.3％で最も引き継がれ
ている経営資源であったが、20～23年廃業（4.1％）
では10～14年廃業の約半分に低下している。「仕
入先・外注先」（1.1％）も、割合はもともと高く
はないが、ともに2.8％である15～19年廃業、
10～14年廃業の半分以下の水準となっている。
20～23年廃業では特に取引先の引き継ぎが減って
いるといえる。事業規模が小さい企業が多く廃業
による取引先への影響が軽微であることや、コロ
ナ禍で売り上げが低迷している販売先・受注先は
仕入等を抑える必要があったことなどから、自社
の代替先となる企業について取引先から相談され
ることがなく、引き継ぎを意識する機会がなかっ
たのではないだろうか。

廃業のために相談した外部機関や専門家につい

ては、79.7％が「相談していない」と回答してい
る（表－12）。15～19年廃業は70.8％、10～14年
廃業は71.3％であり、相談しなかった元経営者は
増えている。廃業に向けての取り組みが少なく
なっているため、廃業についての相談も減ってい
るのだろう。相談した外部機関や専門家は、「公
認会計士・税理士」が9.2％と最も多いものの、
15～19年廃業の14.1％、10～14年廃業の12.7％か
らは低下している12。次に多い相談先は「同業者・
同業者団体」の5.2％で、以下、「商工会議所・商
工会」と「弁護士・司法書士」が3.7％、「取引先」
が3.0％と続いている。「取引先」は重要な利害関
係者であるものの、相談割合は15～19年廃業の
4.4％、10～14年廃業の7.7％から低下している。

12	 �「公認会計士・税理士」への相談が多いのは、財務書類や税務書類の作成等を通じて普段から接触があり、相談しやすいからだと考
えられる。また、廃業の際には廃業届の提出をはじめとした税務に関する手続きが必要になることも理由に挙げられる。

表－11　廃業の際に引き継いだ経営資源（複数回答）
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

設　備 4.4 4.4 4.8 

販売先・受注先 8.3 4.7 4.1 

従業員 2.2 1.6 2.2 

製品・商品 2.2 2.2 1.5 

仕入先・外注先 2.8 2.8 1.1 

土地・店舗・事務所・工場（経営者・
家族または法人名義の物件） 0.0 0.3 0.0 

土地・店舗・事務所・工場
（借用物件） 1.1 0.3 0.0 

のれん・ブランド 0.0 0.3 0.0 

その他の経営資源 1.1 0.6 0.0 

引き継いだ経営資源はない 84.0 87.8 89.3 

n 181 319 271 

表－12　廃業のために相談した外部機関や専門家
　　　　（複数回答）

（単位：％）
10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

公認会計士・税理士 12.7 14.1 9.2 

同業者・同業者団体 7.7 3.4 5.2 

商工会議所・商工会 2.8 3.8 3.7 

弁護士・司法書士 3.9 5.3 3.7 

取引先 7.7 4.4 3.0 

社会保険労務士 2.2 1.6 1.5 

金融機関（公庫を除く） 1.7 2.2 0.7 

事業承継・引継ぎ支援センター
（事業引継ぎ支援センター） 0.0 0.6 0.4 

地方自治体・その他の公的機関 0.6 0.9 0.4 

中小企業診断士 0.0 0.3 0.4 

日本政策金融公庫・
沖縄振興開発金融公庫 1.1 0.6 0.0 

その他 0.6 1.6 0.4 

相談していない 71.3 70.8 79.7 

n 181 319 271 
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取引先の引き継ぎが減っていた理由と同様に、事
業規模が小さいことなどから事前に相談する必要
がなかったのかもしれない。

（ 5） 廃業の課題

外部機関や専門家に相談せずに廃業している元
経営者が多いのは、廃業の際に相談しなければ解
決できないような課題に直面しなかったという面
もあるだろう。

廃業にかかった費用を複数回答で尋ねると、「登
記や法手続きなどの費用」が14.0％、「機械・車
両などの設備の処分費用」が9.2％、「製品・商品
などの在庫の処分費用」が6.6％などとなってい
る。それぞれ15～19年廃業では18.2％、11.6％、
11.3％、10～14年廃業では16.0％、10.5％、9.9％
であり、割合は低下している。対して「費用はか

からなかった」は72.0％で、15～19年廃業の
61.1％、10～14年廃業の61.9％から約10ポイント
上昇している。処分が必要になる経営資源を有し
ていなかったなど、事業規模が小さいために費用
をかけずに廃業できた人が多いのだろう。廃業時
の借入金残高13をみても、「借入金は残っていな
い」が84.9％を占めており、15～19年廃業の
79.3％、10～14年廃業の78.0％から割合が高まっ
ている。廃業にかかる費用の負担や債務の整理が
問題になったというケースは多くはないといえる。

廃業時に困ったことをみると、「特に困ったこ
とはなかった」が77.5％となっている（表－13）。
15～19年廃業（72.7％）と比べると高い値だが、
10～14年廃業（77.9％）とは同水準である。困っ
たことの具体的な内容は、「どのように事業をや
めればよいかわからなかった」が8.1％で最も多
く、次いで「誰に相談してよいかわからなかった」
が6.3％となっている。廃業はほとんどの経営者
にとって初めての経験であり、その手続きがわか
らずに困るケースがあるようだ。

廃業時に実際に問題として表面化したことを尋
ねた結果では、「特に問題になったことはなかった」
が68.6％である（表－14）。15～19年廃業の61.4％、
10～14年廃業の61.3％と比べて高く、問題なく廃
業できたという人が増えている。問題になったこ
とをみると、「生活するための収入がなくなった」
が21.0％と多く、15～19年廃業（19.7％）、10～
14年廃業（17.1％）から微増している。逆に「近
隣の一般消費者に不便をかけてしまった」（5.9％）
や「販売先や受注先の企業に不便をかけてしまっ
た」（4.8％）は、15～19年廃業（それぞれ7.5％、
10.3％）や10～14年廃業（同7.2％、6.1％）より低
い。顧客への影響は相対的に小さかったといえる。
大半の元経営者は廃業時に困ったことや問題に

なったことはないと回答している14。何かしら困っ

13	 �個人の生活に関する借入金を除く。
14	 �困ったことも問題になったこともなかった割合は、20～23年廃業は61.6％、15～19年廃業は53.6％、10～14年廃業は57.5％である。

表－13　廃業時に困ったこと（複数回答）
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

どのように事業をやめればよいか
わからなかった 5.0 8.2 8.1 

誰に相談してよいかわからなかった 3.3 6.6 6.3 

設備の処分が難しかった 2.8 3.8 4.8 

近隣の一般消費者に事業の
継続を求められた 5.5 6.6 4.8 

必要な手続きを依頼できる専門家を
見つけるのが難しかった 2.8 2.8 3.0 

販売先や受注先の企業に事業の
継続を求められた 3.9 6.6 3.0 

土地・店舗・事務所・工場の処分が
難しかった 4.4 4.1 1.8 

借入金の繰上返済を求められた 1.7 1.9 1.5 

事業をやめるために必要な資金を
借りられなかった 1.7 1.6 1.5 

仕入先や外注先に事業の
継続を求められた 5.0 2.8 1.1 

従業員に再就職先の紹介を
求められた 1.1 0.6 0.0 

その他 0.0 1.6 0.7 

特に困ったことはなかった 77.9 72.7 77.5 

n 181 319 271 
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たことや問題になったことがあったとしても、その
割合は、廃業後の問題となる「生活するための収
入がなくなった」を除けば、いずれも1割に満たな
い。元経営者は大きな課題に直面することなく廃
業できたと考えてよいだろう。円滑に廃業できたか
どうかを尋ねた設問に対しても、「円滑にできた」
は58.3％、「どちらかといえば円滑にできた」は
36.9％と、円滑に廃業できたという回答が 9 割を
超える（図－ 7）。なかでも「円滑にできた」は
15～19年廃業の54.9％や10～14年廃業の51.4％ 
より高い値となっている。廃業のタイミングにつ
いても、「ちょうどよいタイミングだった」は
72.0％で、「もっと早くやめるべきだった」の17.0％
や「もっと遅くてもよかった」の11.1％を大きく上
回っている。

元経営者の大多数が円滑に廃業できていること
から、円滑に廃業するために必要な支援については、
55.7％が「特にない」と回答している（表－15）。
具体的な支援については、「事業をやめるための全
般的なアドバイス」（14.4％）や「必要な手続きを
依頼できる専門家の紹介」（9.6％）が多い。廃業

の方法や相談先がわからなくて困ったというケー
スが相対的に多かったこと（前掲表－13）を踏ま
えた結果といえる。続いて多いのは「設備を売却
できる先の紹介」（5.9％）や「事業用資産の適正
な評価や査定」（4.1％）といった設備等の処分に
関するものである。15～19年廃業や10～14年廃業
で多かった「経営者自身の再就職先の斡旋」（そ
れぞれ8.2％、5.5％）や「従業員の再就職先の斡旋」

（同7.8％、6.6％）は3.3％、3.0％と低下している。
20～23年廃業は廃業を決めた時の経営者の年齢が
相対的に高いこと、従業者が経営者のみであった
企業が多いことが、割合が低下した理由と考えら
れる。

5　廃業後の生活

ここまで20～23年廃業における廃業の実態を、
15～19年廃業や10～14年廃業と比較するかたちで
みてきた。20～23年廃業は廃業するまでの期間が
短くなっているなどの変化があるものの、15～
19年廃業や10～14年廃業と同様に円滑に廃業して
いることがわかった。では、廃業後の生活につい
ては、コロナ前とコロナ後で違いはあるだろうか。
本節では、収入、日々の過ごし方、家族との時間、
満足度と生きがいをみていく。

前節までの廃業の実態の分析では、2019年廃業

（単位：％）

どちらかといえば
円滑にできなかった

円滑にできなかった

どちらかといえば
円滑にできた円滑にできた

10～14年廃業
（n＝181）

15～19年廃業
（n＝319）

20～23年廃業
（n＝271）

42.5

5.0 1.1

1.9

1.5

39.5

3.8

58.3

51.4

54.9

36.9

3.3

図－ 7　廃業の円滑度表－14　廃業時に問題になったこと（複数回答）
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

生活するための収入がなくなった 17.1 19.7 21.0 

近隣の一般消費者に不便を
かけてしまった 7.2 7.5 5.9 

販売先や受注先の企業に不便を
かけてしまった 6.1 10.3 4.8 

借入金や買掛金などの債務が
残った 6.1 7.2 4.1 

事業をやめる際にかかった費用の
負担が大きかった 3.9 5.3 4.1 

仕入先や外注先に不便を
かけてしまった 3.3 4.7 3.0 

商店街や地場産業など地元の
活力が低下した 1.1 0.9 0.7 

従業員の再就職先が
見つからなかった 1.7 0.3 0.4 

その他 0.0 1.3 0.4 

特に問題になったことはなかった 61.3 61.4 68.6 

n 181 319 271 
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調査の結果は15～19年廃業と10～14年廃業の二つ
に分けて集計したが、廃業後の生活に関する設問
は調査時点での状況を尋ねている。15～19年廃業
と10～14年廃業のどちらも、調査が実施された
2019年10月時点の状況を回答しているため、本節
では2019年廃業調査の結果は分割せずに10～19年
廃業として記載し、20～23年廃業をコロナ後の、
10～19年廃業をコロナ前の廃業後の生活として両
者を比較する。

なお、20～23年廃業は廃業時の年齢が60歳以上
である人の割合が高い（前掲図－ 1）。年齢が
60歳未満の人と60歳以上の人では、収入や日々の
過ごし方などには違いがあると考えられるため、
廃業後の生活に関する集計は、20～23年廃業と
10～19年廃業ともに現在の年齢が60歳未満の人と
60歳以上の人のそれぞれで行っている。

（ 1） 収　入

廃業時に問題になったこととして「生活するた
めの収入がなくなった」を挙げた人が約 2 割（前
掲表－14）いるように、廃業によって収入を得ら
れなくなることは、収入源が限られる人にとって
は大きな問題となる。

60歳未満の元経営者について現在の生活をまか
なっている収入の種類を複数回答でみると、20～
23年廃業は「勤務収入」が48.4％と最も多いが、
10～19年廃業の70.0％からは大きく低下している

（表－16）。次いで多いのは「貯蓄の取り崩し」の
35.9％で、こちらは22.6％から上昇している。最
も多い収入を尋ねた結果でも同様の傾向がみてと
れる。20～23年廃業の60歳未満では、廃業理由と
して「自身の健康上の理由」や「家族の介護や看
病」を挙げる割合が相対的に高かった。働くこと
ができず貯蓄を取り崩して生活している人が一定
数いることがうかがえる。このほか「配偶者の収
入」や「同居家族の収入」を含む「家族収入」が
20～23年廃業では32.8 ％、10～19年廃業では
42.6％と多く、最も多い収入でも 2 割を超えてい
る。60歳未満では「勤務収入」「貯蓄の取り崩し」

「家族収入」が主要な収入となっている。
60歳以上の元経営者では、「公的年金」が20～

23年廃業は81.6％、10～19年廃業は82.6％と最も
多い。続いて「貯蓄の取り崩し」（20～23年廃業
は36.7％、10～19年廃業は35.5％）、「配偶者の収入」

（同23.7％、30.3％）となっている。「勤務収入」（同
17.9％、24.2％）や「金融や不動産などの投資収入」

（同21.3％、17.7％）なども多い。最も多い収入は
「公的年金」が20～23年廃業と10～19年廃業とも
に 5割超で、60歳以上では「公的年金」が主たる
収入となっているようである。「家族収入」や「貯
蓄の取り崩し」は複数回答では30％以上となって
いたが、最も多い収入では10％前後にとどまり、
補完的な収入であるといえる。

表－15　円滑に廃業するために必要な支援（複数回答）
（単位：％）

10～14年
廃業

15～19年
廃業

20～23年
廃業

事業をやめるための全般的な
アドバイス 13.8 21.0 14.4 

必要な手続きを依頼できる
専門家の紹介 9.9 15.4 9.6 

設備を売却できる先の紹介 3.9 4.1 5.9 

事業用資産の適正な評価や査定 1.7 3.8 4.1 

経営者自身の再就職先の斡旋 5.5 8.2 3.3 

事業全体や経営資源（従業員を
除く）を譲り渡す相手との仲介 2.8 3.4 3.3 

事業をやめた後の借入金の
返済条件の緩和 6.1 5.6 3.3 

従業員の再就職先の斡旋 6.6 7.8 3.0 

土地・店舗・事務所・工場を
売却できる先の紹介 1.1 2.5 1.8 

従業員の独立の支援 5.5 2.5 1.5 

事業をやめる際に必要な
資金の融資 2.2 4.4 2.2 

その他 1.1 0.6 0.0 

特にない 55.2 43.6 55.7 

わからない 16.6 17.6 18.8 

n 181 319 271 
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最近1年間の収入を尋ねると、60歳未満の元経
営者は、20～23年廃業では「100万円未満」が
38.9％、「100万～300万円未満」が37.0％となっており、
10～19年廃業のそれぞれ25.9％、31.6％より高い
（図－ 8 ⑴）。逆に300万円以上のカテゴリーでは
いずれも10～19年廃業の方が割合は高く、20～
23年廃業の収入は相対的に低い。20～23年廃業は
10～19年廃業と比べて勤務収入を得ている人の割
合が低いことが理由だろう。

60歳以上の元経営者についても、「100万円未満」
の割合は20～23年廃業は28.0％で10～19年廃業の
22.1％より高い（図－ 8 ⑵）。もっとも、その差
は5.9ポイントで、13.0ポイントの差がある60歳未
満の元経営者ほどには大きくはない。60歳以上で
は公的年金が主要な収入となっており、約 8割が
受給している（表－16）。勤務収入は補完的なも

のであるため、収入の差がつきにくいのではない
だろうか。20～23年廃業と10～19年廃業ともに最
も多い「100万～300万円未満」も、それぞれ
51.1％、50.4％と同程度である。

生計を維持するために行ったことを複数回答で
尋ねたところ、60歳未満では勤務による収入の確
保が多く、「フルタイムでの勤務」が20～23年廃
業では40.6％、10～19年廃業では51.6％、「パート
タイムでの勤務」がそれぞれ23.4％、18.4％となっ
ている。「支出の節約」（20～23年廃業は20.3％、
10～19年廃業は22.1％）や「貯蓄の取り崩し」（同
15.6％、18.9％）などもみられ、「特にない」はそ
れぞれ18.8％、13.7％となっている。

他方、60歳以上では、「特にない」が20～23年
廃業は38.6％、10～19年廃業は39.7％と最も多い。
60歳以上では定期的な年金収入があるため、「フ

表－16　現在の生活をまかなっている収入の種類
（単位：％）

60歳未満 60歳以上

複数回答 最も多い収入 複数回答 最も多い収入
10～19年
廃業

20～23年
廃業

10～19年
廃業

20～23年
廃業

10～19年
廃業

20～23年
廃業

10～19年
廃業

20～23年
廃業

勤務収入 70.0 48.4 56.3 40.6 24.2 17.9 15.2 11.1 

年金収入 11.1 9.4 5.3 3.1 85.5 85.0 57.4 60.4 

公的年金 7.9 9.4 3.2 3.1 82.6 81.6 52.9 55.6 

小規模企業共済の共済金 4.2 1.6 1.1 0.0 9.4 10.1 1.0 1.0 

私的年金 2.6 1.6 1.1 0.0 19.4 14.5 3.5 3.9 

投資収入 11.6 12.5 1.6 3.1 21.0 32.9 5.5 5.8 

不動産賃貸による収入 2.6 4.7 0.5 3.1 1.9 14.5 1.0 3.4 

太陽光発電による収入 1.6 1.6 0.0 0.0 2.9 3.4 0.3 0.0 

金融や不動産などの投資収入 9.5 7.8 1.1 0.0 17.7 21.3 4.2 2.4 

家族収入 42.6 32.8 21.6 23.4 36.5 30.0 12.3 10.6 

配偶者の収入 36.8 18.8 19.5 14.1 30.3 23.7 9.7 8.7 

同居家族の収入 10.0 14.1 1.6 7.8 8.4 6.3 1.6 1.0 

親族などからの仕送り 1.6 1.6 0.5 1.6 1.6 1.4 1.0 1.0 

貯蓄の取り崩し 22.6 35.9 13.7 28.1 35.5 36.7 7.7 11.1 

生活保護 2.6 1.6 1.6 1.6 1.6 0.5 1.3 0.5 

その他の収入 0.5 0.0 0.0 0.0 1.3 0.5 0.6 0.5 

n 190 64 190 64 310 207 310 207

（注）	「60歳未満」と「60歳以上」は現在の年齢による分類（以下同じ）。
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ルタイムでの勤務」がそれぞれ5.8％、12.6％、「パー
トタイムでの勤務」がそれぞれ13.5％、13.9％と、
勤務を挙げる割合は低い。一方で、「支出の節約」
（20～23年廃業が36.2％、10～19年廃業が31.0％）
や「貯蓄の取り崩し」（同36.2％、29.4％）の割合
は高い。

生計に余裕があるかどうかをみると、60歳未満
では「かなり余裕がある」が20～23年廃業は3.1％、
10～19年廃業は4.7％、「やや余裕がある」が同じ
く21.9％と19.5％、「どちらともいえない」が
21.9％と31.6％、「あまり余裕がない」が35.9％と
23.2％、「まったく余裕がない」が17.2％と21.1％
となっている。20～23年廃業は10～19年廃業と比
べて「どちらともいえない」が約10ポイント低く、
「あまり余裕がない」が約13ポイント高い。勤務

収入のある割合に差があるため、生計の余裕の有
無に違いが生じているようである15。
60歳以上では「かなり余裕がある」が20～23年

廃業は4.3％、10～19年廃業は5.8％、「やや余裕が
ある」が同じく22.2％と22.3％、「どちらともいえ
ない」が35.7％と34.2％、「あまり余裕がない」が
25.1％と25.2％、「まったく余裕がない」が12.6％
と12.6％となっている。20～23年廃業と10～19年
廃業とで大きな違いはみられない。

もっとも、60歳未満と60歳以上ともに「かなり
余裕がある」と「やや余裕がある」を合わせた「余
裕がある」の割合は20％台であり、「あまり余裕
がない」と「まったく余裕がない」を合わせた「余
裕がない」の割合（60歳未満では20～23年廃業は
53.1％、10～19年廃業は44.3％、60歳以上では
20～23年廃業は37.7％、10～19年廃業は37.8％）
より低い。廃業後の生活に余裕があるという人は
それほど多いとはいえない。

（ 2） 日々の過ごし方

続いて廃業後の日々の過ごし方をみていく。
表－17は60歳未満の元経営者について、日々の過
ごし方と理想の過ごし方を尋ねた結果をまとめた
ものである。

20～23年廃業の日々の過ごし方は「フルタイム
での勤務」が37.5％で最も多く、次いで「家事」
が26.6％、「パートタイムでの勤務」が18.8％となっ
ている。「フルタイムでの勤務」は10～19年廃業
の54.7％から約17ポイント低下、対して「家事」
は16.8％から約10ポイント上昇している。「病気
やけがの治療」（17.2％）と「家族の介護や看病」

（15.6％）も、10～19年廃業（それぞれ8.9％、5.8％）
より多い。いずれも廃業理由で「自身の健康上の

700万円以上

300万～
500万円未満

100万～
300万円未満100万円未満

25.9 31.6

38.9

22.1 50.4 19.9

3.6 4.0

28.0 51.1 16.5

3.8
0.5

37.0 16.7 5.6

1.9

22.4 9.8 10.310～19年廃業
（n＝174）

20～23年廃業
（n＝54）

10～19年廃業
（n＝276）

20～23年廃業
（n＝182）

500万～700万円未満

700万円以上

300万～
500万円未満

100万～
300万円未満100万円未満

（注）　「答えたくない」という回答を除いて集計。

500万～700万円未満

（単位：％）

（単位：％）
⑴　60歳未満

⑵　60歳以上

15	 �生計に「あまり余裕がない」「まったく余裕がない」と回答している人に余裕がない理由を複数回答で尋ねた結果をみると、60歳未
満では「収入がない」の割合が、20～23年廃業では26.5％で10～19年廃業の15.5％より11.0ポイント高い。なお、余裕がない理由で最
も多いのは「収入が少ない」で、60歳未満では20～23年廃業は55.9％、10～19年廃業は70.2％、60歳以上では20～23年廃業は71.8％、
10～19年廃業は79.5％である。

図－ 8　元経営者本人の最近 1年間の収入
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理由」や「家族の介護や看病」を挙げる割合が高
かったことが関係していると思われる。

最も力を入れている過ごし方は「フルタイムで
の勤務」が多く、20～23年廃業は34.4％、10～
19年廃業は52.1％である。次に多いのは「パート
タイムでの勤務」が同じく12.5％、14.7％である。
60歳未満では収入を得ることが優先されている。
理想の過ごし方については、「フルタイムでの勤
務」（20～23年廃業は26.6％、10～19年廃業は
41.6％）のほかに、「運動やスポーツ」「習い事や
旅行などの趣味」「友人や知人との交流」などの
余暇活動の割合が高く、20～23年廃業では 2割前
後、10～19年廃業では 3割前後の値となっている。

60歳以上の日々の過ごし方は、「フルタイムで
の勤務」の割合が低く、20～23年廃業は6.3％、
10～19年廃業は11.9％である（表－18）。他方、「運

動やスポーツ」「習い事や旅行などの趣味」「友人
や知人との交流」などの余暇活動は20～23年廃業
と10～19年廃業ともに20％台で、なかでも「友人
や知人との交流」は20～23年廃業は28.0％、10～
19年廃業は25.2％と最も割合が高い。「家事」も
20～23年廃業は26.1％、10～19年廃業は23.9％と
割合が高いほか、「病気やけがの治療」が20～
23年廃業では22.7％となっている。

最も力を入れている過ごし方は、「運動やスポー
ツ」「習い事や旅行などの趣味」「病気やけがの治
療」がいずれも20～23年廃業と10～19年廃業とも
に10％を超えている。理想の過ごし方は、60歳未
満と同じように「運動やスポーツ」「習い事や旅
行などの趣味」「友人や知人との交流」などの余
暇活動の割合が高く、20～23年廃業では20％台、
10～19年廃業では30％台となっている。ただし、

表－17　日々の過ごし方と理想の過ごし方（60歳未満の元経営者）
（単位：％）

日々の過ごし方 
（複数回答）

理想の過ごし方 
（複数回答）最も力を入れている 

過ごし方
10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

フルタイムでの勤務 54.7 37.5 52.1 34.4 41.6 26.6 
パートタイムでの勤務 18.4 18.8 14.7 12.5 22.6 4.7 
就職活動 3.7 7.8 2.1 3.1 -  -  
新たに事業を始める準備 3.7 6.3 0.0 1.6 -  -  
事業の経営 - -  -  -  10.5 1.6 
運動やスポーツ 10.5 14.1 3.2 7.8 34.2 17.2 
習い事や旅行などの趣味 5.8 12.5 0.5 4.7 30.0 21.9 
友人や知人との交流 9.5 15.6 2.1 1.6 26.3 18.8 
学業や資格取得の勉強 2.1 7.8 0.5 4.7 7.9 7.8 
自治会やボランティアなど社会活動 3.2 1.6 1.6 0.0 10.5 1.6 
病気やけがの治療 8.9 17.2 6.3 6.3 9.5 6.3 
家族の介護や看病 5.8 15.6 1.1 4.7 5.3 3.1 
育　児 1.6 1.6 0.5 1.6 3.7 1.6 
家　事 16.8 26.6 8.9 4.7 15.3 9.4 
何もせずのんびりする 4.2 4.7 -  -  11.6 18.8 
当てはまるものはない 2.1 7.8 -  -  1.1 12.5 
ｎ 190 64 190 64 190 64 

（注） 1   調査対象は事業を経営していない人であり、日々の過ごし方で「事業の経営」をしている人はいない。
 　　 2  � 「就職活動」と「新たに事業を始める準備」は理想の過ごし方とは考えにくいため、理想の過ごし方を尋ねる設問では選択肢から除いている。
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60歳未満で高かった「フルタイムでの勤務」の割
合は20～23年廃業は2.4％、10～19年廃業は9.4％
と低い。年金収入があるためか、就労意欲は高く
はないようである。

日々の過ごし方のなかには、過去の経営経験を
生かしているケースもみられる。経営経験が生か
されている過ごし方の割合をみると、「当てはま
るものはない」の割合が、60歳未満では20～23年
廃業が59.4％、10～19年廃業が52.1％であること
から、それぞれ40.6％、47.9％の元経営者が、何
らかのかたちで経営経験を生かしている
（表－19）。割合が高いのは「フルタイムでの勤務」
で20～23年廃業は17.2％、10～19年廃業は34.7％
である。経営経験は仕事に関連する知識や経験で
あるため勤務のなかで生かしやすいが、勤務以外
の「運動やスポーツ」「習い事や旅行などの趣味」
「学業や資格取得の勉強」「家事」などで生かして

いる人もいる。
60歳以上では「当てはまるものはない」が20～

23年廃業は75.4％、10～19年廃業は68.1％と60歳
未満と比べて高く、経営経験が生かされている割
合はそれぞれ24.6％、31.9％である。60歳以上で
は経営経験を生かしやすい勤務の割合が低いた
め、経営経験を生かす機会は少ないようである。

経営経験が具体的にどのように生かされている
か、2023年廃業調査の自由記述による回答からみ
ると、勤務に関連するものには「営業や会社経営
について助言でき会社に貢献できている」「経営
していた頃の常連が顧客として来てくれる」「経
営していた時の専門技術を後輩に伝授している」
などがある。勤務以外では「事業で関係した方々
と仕事以外でも付き合いがあり、助言を求められ
る」「自治会の運営を任されている」「地域貢献の
ボランティア活動に生かしている」といった知人

表－18　日々の過ごし方と理想の過ごし方（60歳以上の元経営者）
（単位：％）

日々の過ごし方 
（複数回答）

理想の過ごし方 
（複数回答）最も力を入れている 

過ごし方
10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

フルタイムでの勤務 11.9 6.3 11.6 5.3 9.4 2.4 
パートタイムでの勤務 13.9 12.1 9.0 7.7 16.5 5.3 
就職活動 0.6 1.4 0.0 0.5 - - 
新たに事業を始める準備 1.3 1.0 0.3 0.5 - - 
事業の経営 - - - - 2.6 1.9 
運動やスポーツ 23.2 23.7 10.3 10.6 32.6 22.2 
習い事や旅行などの趣味 21.0 22.7 10.6 14.0 36.8 23.2 
友人や知人との交流 25.2 28.0 5.5 8.2 35.2 24.2 
学業や資格取得の勉強 1.3 3.4 0.3 2.4 3.9 5.3 
自治会やボランティアなど社会活動 15.2 12.1 5.8 3.4 16.8 8.2 
病気やけがの治療 17.7 22.7 11.3 14.0 11.3 4.3 
家族の介護や看病 8.4 7.7 4.2 3.9 3.2 2.4 
育　児 2.6 1.9 1.0 0.5 2.6 2.4 
家　事 23.9 26.1 8.7 6.3 15.2 9.2 
何もせずのんびりする 17.1 13.5 - - 20.3 20.3 
当てはまるものはない 4.2 9.2 - - 4.5 20.3 
ｎ 310 207 310 207 310 207 

（注） 表－17の（注）に同じ。
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との交際や組織運営で生かされているという回答
のほか、「毎日のスケジュール管理」「情報収集と
整理・まとめ方」で役に立っているとの声もみら
れる。経営経験はさまざまな面で有用であること
がうかがえる。

（ 3） 家族との時間

廃業後は事業に費やしていた時間をほかのこと
に使用できるようになる。日々の過ごし方は前項
でみたとおりだが、家族と過ごす時間に変化は
あったのだろうか。

家族の有無を確認すると、60歳未満では同居し
ている家族がいる割合が20～23年廃業は70.3％、
10～19年廃業は77.9％、同居していない家族がい
る割合はそれぞれ71.9％、72.6％である（表－20）。
同居している家族は「配偶者」が最も多く、20～
23年廃業は45.3％、10～19年廃業は53.2％である。
次いで、「父母」がそれぞれ26.6％、23.7％、「息子」
が21.9％、15.8％、「娘」が10.9％、20.5％となっ
ている。同居していない家族は「兄弟姉妹」が
20～23年廃業は42.2％、10～19年廃業は47.4％で
最も多い。「父母」も20～23年廃業は34.4％、
10～19年廃業は41.1％と多く、以下、20～23年廃
業と10～19年廃業ともに「息子」「娘」「配偶者の
父母」が20％前後で続いている。

60歳以上では同居している家族が「いる」割合
は、20～23年 廃 業 が78.7 ％、10～19年 廃 業 が
83.2％、同居していない家族が「いる」割合はそ
れぞれ82.6％、77.7％となっている。60歳未満と
比べて、いずれも家族がいる割合が高い。同居し
ている家族は「配偶者」が20～23年廃業は
70.0％、10～19年廃業は77.1％で最も多い。「息子」
と「娘」の割合は20～23年廃業と10～19年廃業と
もに10％前後だが、「孫」の割合は20～23年廃業
は1.4％、10～19年廃業は2.6％とわずかである。
同居していない家族は「息子」（20～23年廃業は
47.3 ％、10～19年廃業は43.2 ％）や「娘」（同

44.4％、41.3％）が多く、「兄弟姉妹」や「孫」の
割合も高い。

こうした家族との時間についての変化を尋ねた
ところ、60歳未満は、同居している家族と共有す
る時間が廃業前と比べて「変わらない」という割
合が20～23年廃業では53.3％で10～19年廃業の
43.2％から約10ポイント上昇している。対して「増
えた」はそれぞれ35.6％、41.9％、「減った」はそ
れぞれ11.1％、14.9％と、20〜23年廃業では低下
している。それでも、「増えた」の割合は 3 割を
超えており、廃業後に家族と過ごす時間が増えた
人が一定数いるようである。

表－19　�経営経験が生かされている日々の過ごし方
（複数回答）

（単位：％）
60歳未満 60歳以上

10～
19年 
廃業

20～
23年 
廃業

10～
19年 
廃業

20～
23年 
廃業

フルタイムでの勤務 34.7 17.2 6.1 3.4 

パートタイムでの勤務 7.9 4.7 6.1 4.8 

就職活動 0.0 0.0 0.0 0.0 

新たに事業を始める準備 2.1 3.1 1.0 0.5 

事業の経営 - -  -  -  

運動やスポーツ 1.1 4.7 1.6 2.9 

習い事や旅行などの趣味 0.0 4.7 2.6 3.4 

友人や知人との交流 3.2 4.7 8.1 6.3 

学業や資格取得の勉強 1.1 4.7 1.0 1.4 

自治会やボランティア
など社会活動 1.6 0.0 6.1 3.9 

病気やけがの治療 0.5 1.6 1.9 2.9 

家族の介護や看病 0.0 0.0 0.6 0.5 

育　児 0.0 0.0 0.3 0.0 

家　事 1.1 4.7 2.3 2.9 

当てはまるものはない 52.1 59.4 68.1 75.4 

ｎ 190 64 310 207 

（注）�経営経験が生かされている過ごし方の 「当てはまるものはない」
は、日々の過ごし方で「何もせずのんびりする」「当てはまる
ものはない」と回答した人を含む。
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同居していない家族と会える時間については、
「変わらない」が20～23年廃業は76.1％、10～19年
廃業は62.3％、「増えた」は同じく13.0％と22.5％、
「減った」は10.9％と15.2％である。「変わらない」
の割合が上昇し、「増えた」と「減った」が低下
しているのは同居している家族と同様だが、「増
えた」の割合はそれほど高くはない。収入を得る
ために就職した人もおり、廃業したとはいっても、
離れて暮らす家族と会う時間は確保できずにいる
のだろう。

60歳以上の同居している家族と共有する時間
は、20～23年廃業では「変わらない」が55.2％、「増
えた」が40.5％、「減った」が4.3％である。10～
19年廃業ではそれぞれ44.6％、51.6％、3.9％であ
るため、「変わらない」が約11ポイント上昇し、
逆に「増えた」が約11ポイント低下している。
60歳未満と同様に「増えた」の割合は低下してい
るものの、約 4割は共有する時間が増えたと回答
している。

同居していない家族と会える時間は、割合は低
いものの「減った」が20～23年廃業では11.7％と

10～19年廃業の6.3％から約 5 ポイント上昇して
いる。「変わらない」はそれぞれ63.2％、63.3％で
差がなく、「増えた」が25.1％と30.4％で約 5 ポイン
ト低下している。「減った」が上昇している点は
60歳未満とは異なる結果だが、新型コロナウイル
ス感染症への感染リスクから同居していない家族
との接触を控えた人もいたのではないだろうか。

（ 4） 満足度と生きがい

ここまで、廃業後の生活として収入、日々の過
ごし方、家族との時間についてみてきた。収入が
100万円未満である人の割合が高くなっていたり、
病気やけがの治療をして過ごす人が増えていたり
するなど、20～23年廃業の廃業後の生活は10～
19年廃業と比べて必ずしも良いとはいえない結果
もあった。本節の最後は、元経営者が現在の満足
度や生きがいについて、どのように感じているか
をみていく。

現在の満足度は、総合的な満足度のほかに、収
入、日々の過ごし方、ワークライフバランスの各
項目に対する満足度を尋ねている。60歳未満の元

表－20　同居している家族と同居していない家族（複数回答）
（単位：％）

60歳未満 60歳以上
同居している家族 同居していない家族 同居している家族 同居していない家族

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～19年 
廃業

20～23年 
廃業

い　る 77.9 70.3 72.6 71.9 83.2 78.7 77.7 82.6 
配偶者 53.2 45.3 3.7 3.1 77.1 70.0 2.3 1.0 
父　母 23.7 26.6 41.1 34.4 10.0 9.2 16.1 17.4 
息　子 15.8 21.9 19.5 21.9 12.9 11.1 43.2 47.3 
娘 20.5 10.9 22.6 17.2 12.9 8.2 41.3 44.4 
孫 1.1 0.0 14.2 12.5 2.6 1.4 34.8 36.7 
祖父母 0.0 1.6 5.8 4.7 0.6 0.5 4.2 3.4 
兄弟姉妹 3.7 1.6 47.4 42.2 1.3 1.4 36.8 44.4 
配偶者の父母 1.1 1.6 23.7 20.3 1.0 0.5 15.5 15.0 
その他の親族 0.0 0.0 - - 1.0 1.0 - - 

いない 22.1 29.7 27.4 28.1 16.8 21.3 22.3 17.4 
ｎ 190 64 190 64 310 207 310 207 

（注） 「その他の親族」は同居していない家族を尋ねる設問では選択肢から除いている。
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経営者における満足度からみていくと、総合的な
満足度は、20～23年廃業では「満足」が35.9％、「ど
ちらともいえない」が25.0％、「不満」が39.1％で
ある（表－21）。10～19年廃業ではそれぞれ
38.9％、31.1％、30.0％であり、20～23年廃業は「不
満」が約 9 ポイント高い。

項目別にみると、収入では「満足」が20～23年
廃業は14.1％で10～19年廃業の23.7％から低下し、
「不満」が10～19年廃業の48.4％から20～23年廃
業は57.8％に上昇している。他方、日々の過ごし
方では「満足」が20～23年廃業は34.4％、10～
19年廃業は37.4％、「不満」がそれぞれ26.6％、
29.5％で廃業時期による違いはそれほど大きくは
ない。ワークライフバランスも同様で「満足」は
20～23年廃業が31.3％、10～19年廃業が33.2％、「不
満」はそれぞれ28.1％、30.5％である。総合的な
満足度で「不満」の割合が高まったのは、主に収
入の満足度が低下したためと考えられる。

60歳以上の総合的な満足度は、20～23年廃業で
は「満足」が46.4％、「どちらともいえない」が
33.3％、「不満」が20.3％、10～19年廃業ではそれ
ぞれ51.3％、30.3％、18.4％である。「満足」が約
5 ポイント低下しているものの、「不満」はそれ
ほど高まってはいない。項目別では、日々の過ご
し方で「満足」の割合が20～23年廃業は49.8％と

10～19年廃業の59.0％から約 9 ポイント低下して
いる。収入の「満足」は20～23年廃業では
15.5％、10～19年廃業では16.5％、ワークライフ
バランスの「満足」は同じく27.5％と31.9％で、日々
の過ごし方の「満足」ほど差は生じていない。日々
の過ごし方の満足度が低下したことで総合的な満
足度が低下したものと思われる。

それぞれの項目の満足度の水準に着目すると、
収入はほかの項目と比べて「満足」の割合が低く、

「不満」の割合が高い。廃業後の生計に余裕がな
い人が少なからずおり、収入は十分ではないと感
じている元経営者は多い。一方、日々の過ごし方
では60歳以上の「満足」の割合が高い。10～19年
廃業と比べて20～23年廃業では割合が低下してい
るものの、それでも 5 割近い元経営者が「満足」
と回答している。収入に対する満足度は低いもの
の、日々の過ごし方は充実していると感じている
ようである。なお、60歳以上のワークライフバラン
スでは「どちらともいえない」が多い。働いてい
ない人が少なからずいるため、「どちらともいえ
ない」の回答が多くなったものと思われる。

総合的な満足度については、60歳以上では「満
足」が 5割前後で 2割前後の「不満」を上回って
いる。廃業後の生活におおむね満足しているとい
えそうである。60歳未満では、20～23年廃業は「不

表－21　現在の生活に関する満足度
（単位：％）

60歳未満 60歳以上

満　足 どちらとも
いえない 不　満 n 満　足 どちらとも

いえない 不　満 n

総合的な 
満足度

10～19年廃業 38.9 31.1 30.0 190 51.3 30.3 18.4 310 
20～23年廃業 35.9 25.0 39.1 64 46.4 33.3 20.3 207 

収　入
10～19年廃業 23.7 27.9 48.4 190 16.5 35.2 48.4 310 
20～23年廃業 14.1 28.1 57.8 64 15.5 38.2 46.4 207 

日々の 
過ごし方

10～19年廃業 37.4 33.2 29.5 190 59.0 29.7 11.3 310 
20～23年廃業 34.4 39.1 26.6 64 49.8 35.7 14.5 207 

ワークライフ
バランス

10～19年廃業 33.2 36.3 30.5 190 31.9 54.8 13.2 310 
20～23年廃業 31.3 40.6 28.1 64 27.5 56.5 15.9 207 

（注） 「満足」は「かなり満足」と「やや満足」の合計、「不満」は「やや不満」と「かなり不満」の合計。
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満」の方が「満足」より高いなど、60歳以上と比
べて「満足」の割合は低く、「不満」の割合が高い。
60歳未満は60歳以上と比べて日々の過ごし方の満
足度が低い。廃業後も収入を得るために働かざる
を得ず、好きなことややりたいことに費やせる時
間が少ないことが背景にあるのではないだろうか。

続いて、現在、生きがいを感じているかを尋ね
た結果をみると、60歳未満では、20～23年廃業は
「かなり感じている」が14.1％、「やや感じている」
が35.9％、「あまり感じていない」が35.9％、「まっ
たく感じていない」が14.1％である（図－ 9⑴）。
10～19年廃業（それぞれ9.5％、45.3％、32.6％、
12.6％）と比べると、「かなり感じている」が約
5 ポイント増加しているものの、「やや感じてい
る」は約10ポイント低下している。「かなり感じ
ている」と「やや感じている」を合計して、現在、
生きがいを「感じている」割合を算出すると、

20～23年廃業は50.0％、10～19年廃業は54.7％と
なり、20～23年廃業の方が低い。

60歳以上では、「かなり感じている」は20～
23年廃業が12.1％、10～19年廃業が14.5％、「やや
感じている」は同じく46.4％と49.7％、「あまり感
じていない」は34.3％と32.3％、「まったく感じて
いない」は7.2％と3.5％となっている（図－ 9⑵）。

「かなり感じている」と「やや感じている」を合
わせた生きがいを「感じている」割合は20～23年
廃業が58.5％、10～19年廃業が64.2％で、60歳未
満と同様に20～23年廃業の方が低い。

生きがいを感じている割合は、最も割合が低い
60歳未満の20～23年廃業でも50.0％であり、元経
営者の半数以上が廃業後の生活に生きがいを感じ
ている。しかし、事業を経営していた時と比べる
と、その割合は低下している。

事業を経営していた時の生きがいをみると、
60歳未満では、20～23年廃業は「かなり感じてい
た」が28.1％、「やや感じていた」が50.0％、「あ
まり感じていなかった」が15.6％、「まったく感
じていなかった」が6.3％である（図－10⑴）。
10～19年廃業では、それぞれ25.3％、42.6％、
25.8％、6.3％である。「かなり感じていた」と「や
や感じていた」を合計した「感じていた」の割合
は20～23年廃業が78.1％、10～19年廃業が67.9％
で、ともに現在、生きがいを「感じている」割合

（それぞれ50.0％、54.7％）より高い。特に20～
23年廃業は経営していた時に生きがいを「感じて
いた」割合が10～19年廃業より約10ポイント高く、
廃業によって生きがいを感じられなくなった人が
コロナ禍により増えたものと思われる16。
60歳以上の元経営者の事業を経営していた時の

生きがいは、「かなり感じていた」が20～23年廃
業は29.0％、10～19年廃業は32.3％、「やや感じて
いた」がそれぞれ47.3％、46.5％、「あまり感じて

かなり
感じている

やや
感じている

あまり
感じていない

まったく
感じていない

9.5 45.3

54.7

感じている　50.0

32.6 12.6

14.5 49.7 32.3

3.5

12.1 46.4 34.3 7.2

14.1 35.9 35.9 14.1

10～19年廃業
（n＝190）

20～23年廃業
（n＝64）

10～19年廃業
（n＝310）

20～23年廃業
（n＝207）

（単位：％）

かなり
感じている

やや
感じている

あまり
感じていない

まったく
感じていない

（単位：％）

64.2

感じている　58.5

⑴　60歳未満

⑵　60歳以上

16	 �60歳未満の廃業理由は、20～23年廃業では「自身の健康上の理由」や「家族の介護や看病」が相対的に多く（前掲表－ 3 ）、経営に
生きがいを感じていたにもかかわらず廃業せざるを得なかった人が多かったと推測される。

図－ 9　現在の生きがい
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いなかった」が18.8％、19.4％、「まったく感じて
いなかった」が4.8％、1.9％である（図－10⑵）。
20～23年廃業と10～19年廃業でそれほど大きな差
はみられない。生きがいを「感じていた」割合（「か
なり感じていた」と「やや感じていた」の合計）は、
20～23年廃業が76.3％、10～19年廃業が78.7％で、
それぞれ58.5％、64.2％の現在、生きがいを「感
じている」割合より高い。

経営していた時の方が生きがいを「感じていた」
割合が高いのは、好きなことを仕事にできること
や仕事の裁量が大きいことなどから、充実感を得
やすいからと考えられる。実際に2023年廃業調査
で中小企業の経営者や個人事業主に対するイメー
ジを複数回答で尋ねた結果をみると、「好きなこ
とを仕事にできる」（52.0％）、「経営について自
分で決められる」（45.0％）、「柔軟な働き方がで
きる」（39.5％）といったポジティブなイメージ
の回答の割合が高い（図－11）。

20～23年廃業においては、コロナ禍によって経

営者として働く魅力が薄れたことも、生きがいが
低下した理由に挙げられるだろう。中小企業経営
者として働く魅力を感じていたかを尋ねた設問に
対し、コロナ前の2019年時点では「大いに感じて
いた」が28.4％、「少し感じていた」が45.4％、「あ
まり感じていなかった」が26.2％と半数以上が魅
力を感じていたと答えている。しかし、廃業時点
では、「大いに感じていた」は10.7％、「少し感じ
ていた」は35.4％で、それぞれ約18ポイント、10
ポイント低下、「あまり感じていなかった」は
53.9％で約28ポイント上昇している。

なお、60歳未満の10～19年廃業は、事業を経営
していた時に生きがいを感じていた割合は67.9％
で、20～23年廃業（78.1％）や60歳以上（20～
23年廃業は76.3％、10～19年廃業は78.7％）と比
べて低い水準である。「自身の健康上の理由」や「家

図－10　事業を経営していた時の生きがい 図－11　�中小企業の経営者や個人事業主に対する�
イメージ（複数回答）
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資料：日本政策金融公庫総合研究所「経営者の引退と廃業に関するアン
ケート」（2023年）
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族の介護や看病」による廃業が相対的に多い20～
23年廃業の60歳未満とは違い、10～19年廃業では
経営に生きがいを感じられなかったために、見切
りをつけて60歳になる前に廃業した人もいたよう
である。

6　おわりに

本稿では引退により廃業した企業の経営者を調
査対象に廃業の実態と廃業後の生活についてみて
きた。2023年廃業調査と2019年廃業調査を比較し
た結果をもとにコロナ禍における廃業や廃業後の
生活の特徴を整理すると、以下の点が挙げられる。

第 1に、売り上げの低迷や事業の将来性に不安
があったなどの事業継続困難を理由とする廃業は
増加しておらず、コロナ禍による経営状況の悪化
は、明確な廃業の理由とはなっていない。しかし、
廃業を決めた時期や廃業時期を早めるかたちで影
響を及ぼしている。コロナ前から事業を承継する
意向がなかった企業が大半であり、経営状況の悪
化を受けて廃業を前倒ししたものと考えられる。
廃業時の年齢は高まっており、高齢であることや
健康上の理由による廃業が増加していることか
ら、高齢になっても経営を続けていた人が、コロ
ナ禍を契機に事業経営に魅力を感じられなくな
り、廃業を選択したと考えられる。

第 2に、廃業時の従業者規模は経営者 1人の企
業の割合が高まり、規模が小さい企業の廃業が増
えている。その背景としては、規模が大きい企業
で事業が承継される割合が高まっていることが挙

げられる。廃業する企業の事業規模が相対的に小
さくなった結果、廃業のための取り組みや外部機
関への相談などを実施する割合は低下し、円滑に
廃業できたという企業が増加している。ただし、
ほとんどの経営者にとって廃業は初めて経験する
ことであり、事業をやめるためのアドバイスや手
続きを依頼できる専門家の紹介などの支援は、引
き続き求められている。

第 3に、コロナ前と同様に、廃業後の生活にお
いて収入の確保は重要な課題となっている。特に
60歳未満の元経営者では、自身の健康上の理由や、
家族の介護や看病を理由に廃業している割合が相
対的に高かったことが理由と考えられるが、廃業
後に勤務収入を得ている割合が低下している。公
的年金で生計をある程度まかなえる年齢になるま
では、収入源の多様化を図る取り組みが必要であ
る。小規模企業共済や少額投資非課税制度（NISA）
などをうまく活用して資産を形成するのも一つの
手といえるだろう。

第 4に、収入が相対的に低下していたり、病気
やけがの治療をして過ごしていたりすることも
あって、廃業後の生活の満足度は低下している。
また、コロナ禍で廃業した元経営者のなかには、
中小企業の経営者として働くことに魅力を感じな
くなった人も少なからずいる。もともと生きがい
を感じる割合は経営している時の方が高い傾向が
ある。廃業後に新たな生きがいを創出することは
以前からの課題であったといえるが、コロナ禍で
廃業した人に対しては積極的に生きがい創出を支
援する必要があるのではないだろうか。
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付表　廃業理由（最も大きな理由、廃業時の年齢別）
（単位：％）

60歳未満 60歳以上
10～14年 
廃業

15～19年 
廃業

20～23年 
廃業

10～14年 
廃業

15～19年 
廃業

20～23年 
廃業

経営者の事情 62.5 77.1 77.5 77.4 74.5 74.9 
体力・気力の衰え 21.6 14.1 13.8 23.7 25.5 23.0 
高　齢 1.1 0.0 1.3 14.0 15.4 24.1 
自身の健康上の理由 12.5 17.6 25.0 18.3 16.1 17.3 
他社で勤務することになった 11.4 24.1 21.3 2.2 1.3 3.1 
家族の介護や看病 5.7 8.2 11.3 7.5 4.0 4.2 
年金の受給開始 1.1 0.6 0.0 6.5 6.0 3.1 
その他の家庭の事情（家族の介護や看病、育児を除く） 6.8 8.2 2.5 4.3 6.0 0.0 
兼業していた仕事が忙しくなった 2.3 4.1 1.3 0.0 0.0 0.0 
育　児 0.0 0.0 1.3 1.1 0.0 0.0 

事業継続困難 34.1 22.4 21.3 19.4 21.5 22.0 
売り上げの低迷 22.7 13.5 13.8 11.8 14.1 13.6 
経営に大きな問題はなかったが事業の将来には不安があった 2.3 3.5 1.3 2.2 1.3 2.6 
家族従業員が高齢で働けなくなった 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0 1.0 
取引先の廃業・倒産 3.4 1.2 2.5 3.2 2.7 1.6 
人手不足・人材不足 1.1 0.6 0.0 0.0 0.7 0.5 
従業員全般の高齢化 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 
家族従業員が健康上の理由で働けなくなった 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 
債務の支払いが困難になった 1.1 2.4 0.0 1.1 2.0 1.0 
災害に遭った 1.1 0.0 1.3 0.0 0.0 0.5 
重要な仕事をしていた役員・従業員が高齢で働けなくなった 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
入居物件の取り壊し 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 
重要な仕事をしていた役員・従業員が健康上の理由で働けなくなった 2.3 0.6 0.0 1.1 0.0 0.0 

その他 3.4 0.6 1.3 3.2 4.0 3.1 
ｎ 88 170 80 93 149 191
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